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【 議 事 次 第】 

 

Ⅰ．開会 

Ⅱ．議題 

１．改正標準運送約款、長時間労働抑制（働き方改革）に関する 

フォローアップ実態調査について 

２．「働き方改革」の動向について 

３．その他 

Ⅲ．閉会 

 

 

 
【 配布資料 】 

○  議事次第、委員名簿、出席委員名簿、配席図、協議会規約 

○ 「改正標準運送約款、長時間労働抑制（働き方改革）に関する 

フォローアップ実態調査」に係る調査様式 等 

○ 「働き方改革」の動向について     【厚生労働省】 

○ 「適正取引の推進及び長時間労働の是正に向けた要請行動」 【石川県地方協議会】 

○ 「プレガイドライン ～平成 28 年度パイロット事業事例集～」 【中央協議会】 

○ 「食品流通合理化促進事業」について     【農林水産省】 

○ 「平成 31 年度国土交通省概算要求」    【国土交通省】 

 

【 参考資料 】 

  「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議について」 

「地方協議会の主な取組について」「平成 29 年度パイロット事業について」 

 



第７回 

トラック輸送における取引環境・労働時間改善石川県地方協議会 
                     

委 員 名 簿 

（敬称略） 

 

近 藤 修 司  北陸先端科学技術大学院大学知識科学研究科講師 

宮 本 外 紀  石川県商工会議所連合会専務理事 

橋 本 政 人  一般社団法人石川県経営者協会専務理事 

中 村   明  石川県中小企業団体中央会専務理事 

南   英 明  全国農業協同組合連合会石川県本部管理部長 

永 井 宏 行  カナカン株式会社物流システム部課長 

松 任 宏 幸  津田駒工業株式会社常務取締役総務部長 

杉 浦 直 人  石川県交通運輸産業労働組合協議会議長 

久 安 常 信  一般社団法人石川県トラック協会長 

山 田 秀 一  北陸貨物運輸株式会社代表取締役 

小 前 田  彰  小前田運輸株式会社取締役会長 

中 野 廣 志  日本通運株式会社金沢支店支店長 

松 竹 泰 男  厚生労働省石川労働局長 

板 崎 龍 介  国土交通省北陸信越運輸局長 

 

  



第７回トラック輸送における取引環境・労働時間改善石川県地方協議会 

 

出 席 者 名 簿 

（敬称略） 

近 藤 修 司  北陸先端科学技術大学院大学知識科学研究科講師 

林   重 毅 石川県商工会議所連合会 金沢商工会議所 

 企業経営アシストセンター長（代理） 

橋 本 政 人  一般社団法人石川県経営者協会専務理事 

中 村   明  石川県中小企業団体中央会専務理事 

永 井 宏 行 カナカン株式会社物流システム部課長 

松 任 宏 幸  津田駒工業株式会社常務取締役総務部長 

杉 浦 直 人  石川県交通運輸産業労働組合協議会議長 

久 安 常 信  一般社団法人石川県トラック協会長 

山 田 秀 一  北陸貨物運輸株式会社代表取締役（欠席） 

小 前 田  彰  小前田運輸株式会社取締役会長（欠席） 

中 野 廣 志  日本通運株式会社金沢支店支店長 

篠 山 賢 一  厚生労働省石川労働局労働基準部長（代理） 

林   伸 治  国土交通省北陸信越運輸局自動車交通部長(代理) 

 

（オブザーバー） 

神 藤   孝  北陸農政局経営・事業支援部食品企業課課長補佐 

 

 

 



【事 務 局】 

石川労働局 労働基準部 監督課  米村 課長、道下 監督官 

一般社団法人 石川県トラック協会 北村 専務、天田 事務局長、岡村 

北陸信越運輸局 自動車交通部 貨物課 松岡 課長、前島 専門官 

石川運輸支局（輸送・監査部門） 松本 支局長、木村、嶋田、灰野 

 



　

石川県商工会議所連合会
企業経営アシストセンター長
林　重毅　様

一般社団法人石川県トラック協会
会長 一般社団法人石川県経営者協会

久安　常信　様 専務理事
橋本　政人　様

〇

石川県中小企業団体中央会
日本通運株式会社 専務理事

金沢支店支店長 中村　明　様
〇 中野　廣志　様

全国農業協同組合連合会
石川県本部管理部長
南　英明　様

〇

カナカン株式会社
物流システム部課長

北陸信越運輸局石川運輸支局 〇 永井　宏行　様
支局長

松本　英二
〇 　石川県交通政策課津田駒工業株式会社

　主事常務取締役総務部長
　前田　聡　様松任　宏幸　様

北陸信越運輸局自動車交通部 〇
〇 貨物課長 石川県交通運輸産業労働組合協議会

松岡　豊 議長
杉浦　直人　様

〇

一般社団法人石川県トラック協会 〇
専務理事 農林水産省
北村　誠 北陸農政局経営・事業支援部

食品企業課課長補佐
神藤　孝　様

〇

（事務局）

○

（事務局）

○ ○○ ○

○

出入口

第７回 トラック輸送における取引環境・労働時間改善石川県地方協議会 配席図

○○

記
者
席

○ ○

◎
（マイク）

柱

〇

〇

○

〇

〇

〇

〇

〇

○

○

厚
生
労
働
省

石
川
労
働
局

労
働
基
準
部
長

篠
山

賢
一

様

北
陸
先
端
科
学
技
術

大
学
院
大
学

講
師

近
藤

修
司

様

国
土
交
通
省

北
陸
信
越
運
輸
局

自
動
車
交
通
部
長

林

伸
治

様

北
陸
信
越
運
輸
局

自
動
車
交
通
部

貨
物
課
専
門
官

前
島

克
至

石
川
運
輸
支
局

輸
送
・
監
査
部
門

首
席
運
輸
企
画
専
門
官

木
村

幸
典

厚
生
労
働
省

石
川
労
働
局
労
働
基
準
部

監
督
課
長

米
村

祐
規

一
般
社
団
法
人

石
川
県
ト
ラ
ッ
ク
協
会

厚
生
労
働
省

石
川
労
働
局
労
働
基
準
部

監
督
課

道
下

豊

一
般
社
団
法
人

石
川
県
ト
ラ
ッ
ク
協
会

事
務
局
長

天
田

敏
勝

石
川
運
輸
支
局

輸
送
・
監
査
部
門

石
川
運
輸
支
局

輸
送
・
監
査
部
門

首
席
運
輸
企
画
専
門
官
付

嶋
田

実
佳



- 1 -

トラック輸送における取引環境・労働時間改善石川県地方協議会 規約 

 

 

（名称） 

第１条 本協議会は、「トラック輸送における取引環境・労働時間改善石川県地方協議会」

（以下、「協議会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 本協議会は、トラック運送事業者、荷主、行政等の関係者が一体となり、トラッ

ク運送業における取引環境の改善及び長時間労働の抑制を実現するための具体的

な環境整備等を図ることを目的とする。 

    

（組織） 

第３条 協議会は、学識経験者、荷主、トラック運送事業者、経済団体、トラック運送事

業者、石川労働局、石川運輸支局等の各員（以下「委員」という。）をもって構成

する。 

  ２．協議会には、委員の互選により座長を置く。 

  ３．座長は、議事その他の会務を統括する。 

 

（協議会及び活動事項）  

第４条 協議会は目的達成のため次の活動を行う。 

    （１）石川県におけるトラック運送事業の長時間労働の抑制に向けた諸対策に関

すること 

       （２）石川県におけるトラック運送事業の取引環境の改善に向けた取組に関する

こと 

    （３）その他 

 

（協議会） 

第５条 協議会は、必要に応じて座長が召集する。 

    ２．座長は必要に応じ、協議会に委員以外の者を出席させることができる。 

  ３．協議会は公開を原則とする。ただし、座長が必要と認める場合は、非公開で行う

ことができる。 

 

（ワーキンググループ） 

第６条 協議会には、第４条（協議会及び活動事項）に掲げる事項に関して専門的に検討

を行う機関としてワーキンググループ（以下、「ＷＧ」という。）を置くことがで

きる。 

  ２．ＷＧは、座長が指名した委員等により構成する。 

   

（事務局）  

第７条 協議会の運営に関する事務は、石川労働局、石川運輸支局、一般社団法人石川県

トラック協会が共同で行うものとする。 

 

（その他） 

第８条 これに定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項はその都度協議し、決

定する。 

 

 

（附 則） この規約は、平成２７年８月７日から施行する。 





















働き方改革
推進支援センター

働き方改革関連法に関する相談のほか、労働時間管理のノウハウや賃
⾦制度等の⾒直し、助成⾦の活⽤など、労務管理に関する課題につい
て、社会保険労務士等の専門家が相談に応じます。
▶検索ワード：働き⽅改⾰推進⽀援センター

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000198331.html

産業保健総合支援
センター

医師による面接指導等、労働者の健康確保に関する課題について、
産業保健の専門家が相談に応じます。
▶検索ワード：産業保健総合⽀援センター

https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/sodan/tabid/122/Default.aspx

よろず支援拠点
⽣産性向上や⼈⼿不⾜への対応など、経営上のあらゆる
課題について、専門家が相談に応じます。
▶検索ワード：よろず⽀援拠点
https://yorozu.smrj.go.jp/

商工会
商工会議所
中小企業団体中央会

経営改善・⾦融・税務・労務など、経営全般にわたって、
中小企業・小規模事業者の取組を支援します。
▶検索ワード：全国各地の商⼯会WEBサーチ
http://www.shokokai.or.jp/?page_id=1754

▶検索ワード：全国の商⼯会議所⼀覧
https://www5.cin.or.jp/ccilist

▶検索ワード：都道府県中央会
https://www.chuokai.or.jp/link/link-01.htm

ハローワーク
求⼈充⾜に向けたコンサルティング、事業所⾒学会や
就職面接会などを実施しています。
▶検索ワード：ハローワーク

http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

医療勤務環境改善⽀援
センター

医療機関に特化した⽀援機関として、個々の医療機関の
ニーズに応じて、総合的なサポートをします。
▶検索ワード：いきサポ

https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/information/

労働基準監督署
労働時間相談・支援コーナー

時間外労働の上限規制や年次有給休暇などに関する相談に応じます。
▶検索ワード：労働基準監督署

http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

都道府県労働局
【パートタイム労働者、有期雇用
労働者関係】
雇用環境・均等部（室）

【派遣労働者関係】
需給調整事業部（課・室）

正規雇用労働者と非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用
労働者・派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消に関する相談に応
じます。
▶検索ワード：都道府県労働局
http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

■ 働き方改革関連法に関する相談については、以下の相談窓口をご活用ください。

相 談 窓 口 の ご 案 内

法
律
に
つ
い
て

課
題
解
決
の
支
援

「働き方」に関する詳細・お悩みは【相談窓口】へ
改正法の詳細は厚⽣労働省HP『「働き方改革」の実現に向けて』をご覧ください。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000148322.html

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000198331.html
https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/sodan/tabid/122/Default.aspx
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https://www.chuokai.or.jp/link/link-01.htm
http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/
https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/information/
http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/
http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000148322.html








要請日時： 平成３０年８月２８日（水）ほか

要請主体： トラック輸送における取引環境・労働時間改善石川県地方協議会
（厚生労働省石川労働局・国土交通省石川運輸支局・一般社団法人石川県トラック協会）

訪問要請先 ： ・ 一般社団法人石川県経営者協会（金沢市尾山町） ・ 石川県商工会議所連合会 （金沢市尾山町）
・ 石川県商工会連合会 （金沢市鞍月） ・ 石川県中小企業団体中央会 （金沢市鞍月）

文書要請先 ： ・ 公益社団法人石川県労働基準協会連合会 ・ 陸上貨物運送事業労働災害防止協会石川県支部
・ 建設業労働災害防止協会石川県支部

目 的： トラック運送事業は、国民生活・経済活動を支える重要な産業であるが、長時間労働・低賃金の傾向のため、そのドライバーの
確保が困難な状況。政府は、平成２９年８月に当該トラック運送事業を含む労働環境改善のため、トラック・バス・タクシーの働き
方改革「直ちに取り組む施策」を取りまとめ、適正な運賃・料金収受環境整備のため、荷主とトラック運送事業者との運送契約に関
する契約条項ひな形となる「標準貨物自動車運送約款」を改正し、さらに、自動車運送事業者の守るべき労働時間ルールとして定め
られた「改善基準告示」があり、また荷主指示等を起因とする当該告示に違反する過労運転等が確認された場合は荷主名を公表する
「荷主勧告制度」が整備された。こうした制度の内容について荷主様の理解を得るため、国土交通省・厚生労働省・経済産業省・農
林水産省・公正取引委員会が連携し、制度周知パンフレットを作成している。今回の要請行動においては、このパンフレット等を通
じて、関係する荷主団体の会員に対する周知を依頼。

※ 要請時に 「荷主の関与が判明すると荷主名が公表されます！」「運賃・料金の収受ルールが変わりました。」「貨物の適切な積載に
ご理解とご協力を！」「運送委託者へのお知らせ」以上、1組４種類のパンフレットを合計1700組 配布

※ 文書要請時に 同パンフレットを約540組 送付

適正取引の推進及び長時間労働の是正に向けた要請行動ほか （平成30年8月）

【訪問要請時における主な発言】

・会員懇談会の場でリーフレットを配布の上、周知したい。・契約上のトラブル等にならないように、機関紙を通じて周知したい。
・大変な分野を担っている事業者のために出来る限り周知に努めるが、荷主だけでなく、国民の物流に対する意識改革も重要。
・トラック業界の状況は良く理解している。機会あればリーフレットを活用し、周知する。 ほか

石川県経営者協会 石川県商工会議所連合会 石川県商工会連合会 石川県中小企業団体中央会



トラック運送事業者の法令違反行為に

荷主の関与が判明すると荷主名が公表されます！

荷主の関与の判断基準を明確化するとともに、荷主へ早期に協力要請を行うなど、
新たな荷主勧告制度の運用を平成29年7月1日から開始しました。

トラック運送事業者の法令違反行為

新たな荷主勧告制度の概要

●❶｢ドライバーの労働時間のルール違反｣（過労運転防止措置義務違反）

●❷「道路法（車両制限令）違反」（車両の総重量、軸重等の一般的制限値又は許可値を超える車両の運行）
●❸「道路交通法違反｣（過積載運行、速度超過等）

労働時間の主なルール（平成13年8月20日 国土交通省告示第1365号）
・1 日 原則 13 時間以内
 最大 16 時間以内（15時間超えは１週間2回以内）
・1 か月　293 時間以内

・継続８時間以上

・2 日平均で、1 日あたり9 時間以内
・2 週間平均で、1 週間あたり44 時間以内

　　

 ・4 時間以内

拘 束 時 間
（始業から終業までの時間）

休 息 期 間
（勤務と次の勤務の間の自由な時間）

運 転 時 間

連 続 運 転 時 間

全国貨物自動車運送適正化事業実施機関

ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業
者
の
法
令
違
反
行
為

荷
主
の
関
与
の
調
査

荷主が指示するなど主体的な関与が
認められる場合
※荷主の主体的な関与の具体例を明示（裏面参照）

主体的ではないが
荷主の関与が
あった場合

３年以内に
同様の事案が
再発した場合

荷

主

勧

告

：今回の運用見直し箇所

荷
主
へ
早
期
に
協
力
要
請 

警

　告

荷主の皆様へ…



詳しくは、国土交通省のHP（http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000007.html）をご参照ください。

「荷主勧告制度」とは？
　「荷主勧告」は、貨物自動車運送事業法第64条に基づき、トラック運送事業者の過積載運行や過労運転防止措置
義務違反等の違反行為に対し行政処分を行う場合に、当該違反行為が荷主の指示によるなど主として荷主の行為に
起因するものと認められるときは、国土交通大臣が当該荷主に対し違反行為の再発防止のための適当な措置を執る
べきことを勧告するもの。
　勧告を発動した場合には、当該荷主名及び事案の概要を公表します。
　また、法律に基づく勧告のほか、①勧告には至らないものの違反行為への関与が認められる荷主に対する「警告」、
②関係機関からの法令違反情報等をもとに関係する荷主を特定し早期に働きかけを行う「協力要請」といった措置
を通達により設けています。

荷主勧告を発動 荷主名の公表

調査の結果、上記の事例に
該当する場合

荷主勧告に該当すると想定される荷主の主体的な関与の具体例荷主勧告に該当すると想定される荷主の主体的な関与の具体例

荷主の関与についての調査（荷主勧告該当性調査）を実施

悪いね～
もう少し待っててええ～

またですか

改善して
くださいって
お願いしたのに…

高速代をくれないと
間に合わないよ…

３時までに
届けてね
時間厳守だよ

❶荷待ち時間の恒常的な発生 ❷非合理な到着時刻の設定

❸やむを得ない遅延に対するペナルティ ❹重量違反等となるような依頼

遅いよ！
買い取って
もらうからね

突然の大雪で
遅くなりました…

重量オーバーに
なるかもしれないけど
これも頼むよ

はい…

断れないし
仕方ない



平成29年11月4日よりトラック運送における

標準貨物自動車運送約款等の改正概要
❶ 「運賃」と「料金」の区別を明確化しました

❷ 「待機時間料」を新たに規定しました

❸ 附帯業務の内容をより明確化しました
附帯業務の内容に「棚入れ」、

「ラベル貼り」等※を追加します。

荷主都合による
荷待ち時間の対価を

「待機時間料」とします。

運賃が運送の対価である
ことを明確化します。

※平成26年1月の改正により運賃・料金とは別に、燃料サーチャージと有料道路利用料を収受することが明確化されました。

※その他追加する附帯業務：「横持ち」、「縦持ち」、
　「はい作業（倉庫等において箱等を一定の方法で
　規則正しく積み上げたり崩したりする作業）」

標準貨物自動車運送約款とは？

都道府県トラック協会

国土交通省が制定するトラック事業者と荷主の契約書のひな形です。

運賃・料金の収受ルールが変わりました。運賃・料金の収受ルールが変わりました。

荷待ち時間が
発生した場合には
待機時間料が
かかります

わかりました

今後は荷待ち時間が
発生しないよう
努力します

運 賃（運送の対価のみ） 運　　送

料 金（運 送 以 外 の 役 務 等 の 対 価）
附帯業務 積込み・取卸し 荷待ち時間

＋

運賃が運送の対価であることを明確化

運賃の範囲が不明確

改正後

改正前
運　賃

運　　送 附帯業務 積込み・取卸し 荷待ち時間



トラック事業者が行うべきこと

運賃・料金表の変更届出を行う
▶「積込料」「取卸料」「待機時間料」を新たに設定する必要があります。

新標準約款を営業所に掲示する
▶約款を掲示していない場合、罰則の対象となります。

荷主が行うべきこと

運送以外の役務等が生じる場合はトラック事業者に
その対価となる料金を支払う。
▶運送状に記載がない作業や荷待ち時間が発生した場合においても
　料金を支払う必要があります。

または、全日本トラック協会、お近くの都道府県トラック協会へお問い合わせください。

運送状に「運賃」と「料金」を区別して記載する。
▶運賃とは別に積込み・取卸し、附帯業務の料金を記載する必要が
　あります。

北海道運輸局貨物課 ☎ 011-290-2743
東北運輸局貨物課 ☎ 022-791-7531
関東運輸局貨物課 ☎ 045-211-7248
北陸信越運輸局貨物課 ☎ 025-285-9154
中部運輸局貨物課 ☎ 052-952-8037

近畿運輸局貨物課 ☎ 06-6949-6447
中国運輸局貨物課 ☎ 082-228-3438
四国運輸局貨物課 ☎ 087-802-6773
九州運輸局貨物課 ☎ 092-472-2528
沖縄総合事務局陸上交通課 ☎ 098-866-1836

問 合 せ 先

国土交通省貨物課 ☎ 03-5253-8575

都道府県トラック協会



長さ12.0ｍ

荷主の皆様へ…

貨物の適切な積載にご理解とご協力を！
車両総重量、軸重等の一般的制限値を超える違反状態で車両を運行することについて、
荷主企業が指示するなど主体的な関与が認められる場合、
「荷主勧告」が発動され、荷主名が公表されます。

過積載車両の荷主対策の流れ

違反は未然に防ぐことができます。
荷主の皆様も、貨物の適切な積載にご理解とご協力をお願いします！

日本貨物運送協同組合連合会

道路法（車両制限令）では、道路構造の保全、交通の危険防止のため、
通行する車両の大きさや重さの最高限度（一般的制限値）が定められています。

一般的制限値 高速自動車国道における連結車の例
高さ3.8ｍ（高さ指定道路は4.1ｍ）
※積荷の高さも含まれます

高さ 4.1ｍ
※積荷の高さも含まれます

幅 2.5ｍ

軸重
10.0ｔ

軸重
10.0ｔ

※国際海上コンテナ輸送車両
　及び特例8車種の許可上限値は11.5ｔ

総重量20.0ｔ
（重さ指定道路では車両の長さ等に応じて最大25.0ｔ）

総重量25.0～36.0ｔ
（高速自動車国道における特例5車種（軸距による））

長さ 16.5ｍ
（トレーラの前後に貨物のはみ出しが無い場合）

幅 2.5ｍ

道路管理者

取締り時の
荷主情報の聴取

特車許可申請への
荷主情報の記載

自動車部局
（自動車局・運輸局等）

荷主

違
反
情
報
・
荷
主
情
報
の
提
供

協
力
要
請
書
の
発
出

（
荷
主
へ
の
勧
告
強
化
）

荷主の特定

荷主情報情報提供

トラック セミトレーラ

適正化事業実施機関
（都道府県トラック協会）



貨物を偏って積載した場合には軸重超過になる恐れも…

車両の総重量、軸重、高さ、長さ、幅のいずれかが超過して
いた場合、車両制限令違反として超過した度合に応じて
違反点数が付与されます。

　全日本トラック協会では国土交通省の協力を得て、積荷の偏りによる軸重への影響を確認する実験
を行いました。
　その結果、走行時の軸重は、貨物を荷台の前方に偏って積載した場合に、大型トラックでは3軸ある
内の一番前方の軸（＝1 軸）、セミトレーラでは 4 軸ある内の前から二番目の軸（＝2軸、トラクタ
駆動軸）が最も大きな値を示しました。どちらも均等に積載した場合よりも大きな値となり、貨物
を偏って積載した場合には、軸重超過になる危険性があることが分かりました。

荷主企業・トラック運送事業者とも
●貨物の積載時に偏った積載にならないように十分留意しましょう。
●重量、高さ、長さ、幅が超過しないよう、適切な積載へのご理解とご協力をお願いいたします。

従来より違反点数が累積しやすい状況に

違反点数が累積すると、高速道路料金の割引停止や
ETC コーポレートカードの利用停止の事態に

トラック運送事業の経営や円滑な物流への影響が懸念されます

大型トラック セミトレーラ

【実験結果】

均等積載時に平均7.0t だった軸重が　　　　　　　　に平均9.8t 均等積載時に平均9.8tだった軸重が　　　　　　　　　に平均11.6t

参考１

参考 2

① 軽微な重量超過等（指導警告）に対する違反点数の付与
② 軸重超過に対する違反点数の設定
③ 違反点数の累積期間を 2 年間に拡大　　　　　　　等

平成 29年 4月1日から、高速道路 6会社において、
車両制限令違反者への措置が厳しくなりました。

8.0t 4.8t 8.0t12.8t
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プレガイドライン

～平成２８年度パイロット事業事例集～

ダイジェスト版
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１． 予約受付システムの導入による荷待ち時間の削減

２． パレットの活用等による荷役時間の削減

３． 発荷主からの入出荷情報等の事前提供による拘束時間の削減

４．　幹線輸送部分と集荷配送部分の分離による拘束時間の削減

５． 出荷に合わせた生産・荷造り等による拘束時間の削減

６． 荷主側の施設面の改善による拘束時間の削減

７． 十分なリードタイムの確保による安定した輸送の確保

８． 高速道路の利用による拘束時間の削減



１． 予約受付システムの導入による荷待ち時間の削減



１． 予約受付システムの導入による荷待ち時間の削減

○ 先に到着したトラックから順番に荷積み・荷卸しが行われる場合には、

早い順番を取るために多くのトラックが必要以上に早く到着することとな

る一方で、荷受けについては処理能力の制約があるため一定のペース

でしか行えず、結果として、長時間 の荷待ちが発生する可能性が高くな

ります。

○ 予約受付システムを導入・活用して、バース毎での荷役予定時間をあ

らかじめ決めることにより、①運送事業者が到着時間を見越した運行計

画を組むことが可能になるとともに、②着荷主側も庫内作業の準備が可

能と なり、荷待ち時間を減らすことができます。

事例① 山梨県の事例

● 着荷主で試験導入中であった予約受付システム（Ｗｅｂサー ビスを

運送事業者に開放し、着床時間を事前予約した上で運行を行うことに
より、荷待ち時間を削減。



一貫パレチゼーションと受付予約で着荷主滞在時間を短縮

１．実施者の概要

 発荷主企業 ： 株式会社はくばく（食品製造業）
山梨県中央市に本社・中央工場を持ち穀物食品を製造販売している

 着荷主企業 ： 日本生活協同組合連合会／株式会社シーエックスカーゴ（CXカーゴ）
物流業務を荷生協の100％子会社のCXカーゴが受け持つ。ＣＸカーゴ
の桶川流通センター（埼玉県）が着荷場所である

 運送事業者 ： 有限会社早川運輸
山梨県笛吹市に営業所を持つ。はくばく中央工場から山梨・東海・関
東地区の配送を請け負っている

 荷種 ： 穀物食品

２．事業概要

 一般に、量販店の流通センター便においては到着順の受付への対応で待ち時間が長く、また手下ろし
の荷役時間で滞在時間が長時間化していた。

 一方、ＣＸカーゴの桶川流通センターでは一貫パレチセーションを推進していたため、はくばく側で配
数・段数を相手規定に合わせて、パレット下ろしに切り替えた。また、桶川流通センターの社内車両に
試験導入中であった受付予約システムを実験期間中開放し、1時間幅の着床時間予約を行った上で運
行した。

はくばく
中央工場

桶川流通センター

 早川運輸ドライバーの拘束時間が5h30m短縮した。フォーク荷役で疲労が軽減された。更に予約

で運行計画の精度が高まり、帰り荷などの業務組合せの自由度が高まった。

 納品時のパレット積み替えがなくなり、はくばく側の商品事故リスクが低下した。

 桶川流通センターのバースの回転率が高まった。荷下後すぐに自動倉庫に格納できるようになっ

た。

山梨県

到着順受付

自動倉庫
手下ろし・積替え

はくばく
中央工場

着床時間予約 自動倉庫
パレット下ろし

Before

Ａｆｔｅｒ

事例１－①



３．課題

４．事業内容

６．荷主企業・運送事業者のメリット

５．結果

 流通センターへの納品では到着順受付が基本ルールであるため、順番を取るためにドライバーは必

要以上に早く到着する傾向にあった。

 また手下ろしを行っている場合は荷役時間もかかるため、桶川流通センターの場合には、到着してか

ら荷下ろし完了までに約6時間を要していた。

 以下により、荷役時間と手待ち時間の削減による流通センター滞在時間削減、拘束時

間削減の実験を行った。

①パレットの配数・段数をはくばくが桶川流通センターの自動倉庫仕様に合わせて、パレッ

ト下ろしを実現し荷役時間の削減をはかった。

②桶川流通センターで試験導入中であった受付予約システム（Webサービス）を実験期間

中早川運輸車両に開放し、着床時間を事前予約した上での運行を行った。

（参 考）

① 従来運行 ： 手待ち4h00m ＋ 荷役2h00m ＝ 6h00m 拘束時間18h

② 実験運行 ： 手待ち0h53m ＋ 荷役0h27m ＝ 1h20m 拘束時間12h30m

＜削減時間＞ ▲3h07m ▲1h33m   ▲4h40m ▲ 5h30m

着床	
時間予約	

パレット	
下ろし	

順番取りの	
ための自主	
的手待ち	

解消	

手待ち	
解消	

荷役時間	
の削減	

他業務組合	
せ自由度が	

広がる	

荷下し完了	
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７．結果に結びついたポイント／今後の展開

 発・着荷主共に一貫パレチゼーションを推進中であったこと。発荷主側では複数の企業

が同一のパレットを共同利用するパレットプールシステムを利用した一貫パレット輸送

体制とした。

 パレットの積み付け方法を変更した結果、１パレットあたりの荷物が84ケースから80

ケースに減少したが、手荷役から機械荷役への転換によるメリットの方がはるかに大き

いため、運送事業者から特に異論はなかった。

 パイロット事業を通じて三者が話し合うことで、パレット下ろしをお互いが望んでいること

と、そのための課題が明確になった。

 予約システムについては、まずは予約できるようになることが重要と考え、費用を掛け

ずにできることを行った。（実証実験では運送事業者が着荷主に電話連絡し、着荷主が

代理入力する方法をとった。）

 運行計画の精度向上、帰り荷などの業務の選択肢拡大などの副次的な効果に加え、

発荷主では荷姿の標準化の推進にもつなげる予定。



２． パレットの活用等による荷役時間の削減



２． パレットの活用等による荷役時間の削減

○ 手卸しの荷役作業となっている場合、荷主と調整して、パレット卸しと
すること等により、荷役時間を削減することができます。

○ ラック（カゴ台車等）の活用によっても、同様の効果が得られます。

事例① 山梨県の事例

● 発荷主が使用するパレットの規格と、着荷主が使用するパレットの
規格が異なっていたが、着荷主の倉庫で使用されているパレットに合
わせてパレットの規格を統一化することにより、異なる規格のパレット
間の積替えのための手荷役が不要となった。これにより、発荷主から
着荷主まで一貫でパレット輸送が可能になり、大幅に荷役時間を削減。

事例② 静岡県・鹿児島県の事例

● パレット（静岡県はボックスパレット）の活用により、荷役時間を削減。



一貫パレチゼーションと受付予約で着荷主滞在時間を短縮

１．実施者の概要

 発荷主企業 ： 株式会社はくばく（食品製造業）
山梨県中央市に本社・中央工場を持ち穀物食品を製造販売している

 着荷主企業 ： 日本生活協同組合連合会／株式会社シーエックスカーゴ（CXカーゴ）
物流業務を荷生協の100％子会社のCXカーゴが受け持つ。ＣＸカーゴ
の桶川流通センター（埼玉県）が着荷場所である

 運送事業者 ： 有限会社早川運輸
山梨県笛吹市に営業所を持つ。はくばく中央工場から山梨・東海・関
東地区の配送を請け負っている

 荷種 ： 穀物食品

２．事業概要

 一般に、量販店の流通センター便においては到着順の受付への対応で待ち時間が長く、また手下ろし
の荷役時間で滞在時間が長時間化していた。

 一方、ＣＸカーゴの桶川流通センターでは一貫パレチセーションを推進していたため、はくばく側で配
数・段数を相手規定に合わせて、パレット下ろしに切り替えた。また、桶川流通センターの社内車両に
試験導入中であった受付予約システムを実験期間中開放し、1時間幅の着床時間予約を行った上で運
行した。

はくばく
中央工場

桶川流通センター

 早川運輸ドライバーの拘束時間が5h30m短縮した。フォーク荷役で疲労が軽減された。更に予約

で運行計画の精度が高まり、帰り荷などの業務組合せの自由度が高まった。

 納品時のパレット積み替えがなくなり、はくばく側の商品事故リスクが低下した。

 桶川流通センターのバースの回転率が高まった。荷下後すぐに自動倉庫に格納できるようになっ

た。

山梨県

到着順受付

自動倉庫
手下ろし・積替え

はくばく
中央工場

着床時間予約 自動倉庫
パレット下ろし

Before

Ａｆｔｅｒ

事例２－①



３．課題

４．事業内容

６．荷主企業・運送事業者のメリット

５．結果

 流通センターへの納品では到着順受付が基本ルールであるため、順番を取るためにド

ライバーは必要以上に早く到着する傾向にあった。

 また手下ろしを行っている場合は荷役時間もかかるため、桶川流通センターの場合に

は、到着してから荷下ろし完了までに約6時間を要していた。

 以下により、荷役時間と手待ち時間の削減による流通センター滞在時間削減、拘束時

間削減の実験を行った。

①パレットの配数・段数をはくばくが桶川流通センターの自動倉庫仕様に合わせて、パレッ

ト下ろしを実現し荷役時間の削減をはかった。

②桶川流通センターで試験導入中であった受付予約システム（Webサービス）を実験期間

中早川運輸車両に開放し、着床時間を事前予約した上での運行を行った。

（参 考）

① 従来運行 ： 手待ち4h00m ＋ 荷役2h00m ＝ 6h00m 拘束時間18h

② 実験運行 ： 手待ち0h53m ＋ 荷役0h27m ＝ 1h20m 拘束時間12h30m

＜削減時間＞ ▲3h07m ▲1h33m   ▲4h40m ▲ 5h30m
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※ 拘束時間については
帰り荷が異なるため
参考



７．結果に結びついたポイント／今後の展開 （再掲）

 発・着荷主共に一貫パレチゼーションを推進中であったこと。発荷主側では複数の企業

が同一のパレットを共同利用するパレットプールシステムを利用した一貫パレット輸送

体制とした。

 パレットの積み付け方法を変更した結果、１パレットあたりの荷物が84ケースから80

ケースに減少したが、手荷役から機械荷役への転換によるメリットの方がはるかに大き

いため、運送事業者から特に異論はなかった。

 パイロット事業を通じて三者が話し合うことで、パレット下ろしをお互いが望んでいること

と、そのための課題が明確になった。

 予約システムについては、まずは予約できるようになることが重要と考え、費用を掛け

ずにできることを行った。（実証実験では運送事業者が着荷主に電話連絡し、着荷主が

代理入力する方法をとった。）

 運行計画の精度向上、帰り荷などの業務の選択肢拡大などの副次的な効果に加え、

発荷主では荷姿の標準化の推進にもつなげる予定。



３． 発荷主からの入出荷情報等の事前提供による拘束時間の削減

（１）発荷主から運送事業者への情報提供

（２）発荷主から着荷主への情報提供



３． 発荷主からの入出荷情報等の事前提供による拘束時間の削減
（１）発荷主から運送事業者への情報提供
（２）発荷主から着荷主への情報提供

・発荷主の協力により、早めに入出荷情報等を共有することによって、
（１）運送事業者については、事前に発側で荷造り等の準備ができること

（２）着荷主については、事前に仕分けラベル等の準備ができることによ
り、荷役時間や待機時間のかからない最適な運行が可能となります。

（１）発荷主から運送事業者への情報提供

事例① 滋賀県の事例

● 受注締切時間前に、確定前の受注情報を発荷主から実運送事業者に共有

することで、配車のタイミング調整が可能となり、これにより着荷主側で待機が

生じないよう最適な時間に入門することが可能となり、待機時間を削減。

事例② 岩手県の事例

● 発荷主から運送事業者への配送先の決定連絡のタイミングについて、運行

当日の朝までに連絡するルールとしていたところを、運行前日の16時までに行

うようタイミングの繰上げを行うことにより、前日の夕方にトラックへの荷物の積

込みをあらかじめ行い準備を整え、当日はすぐにトラックを出発させることが可

能となり、ドライバーの拘束時間の削減が可能となった。

事例③ 長野県の事例

● 発荷主から運送事業者（＝発荷主の出荷在庫管理も行っている）に対する出

荷データの連絡について、「当日午後渡し」から１日早い「前日午後渡し」として

もらうことにより、当日午前中からトラックが出荷待ちをするとともに、当日午後

から積み込んだ後に出発していたものが、当日朝からの積込みが可能となり、

出荷倉庫での荷待ち時間がなくなるとともに、倉庫内のピッキング作業も前日

夕方までに完了させることができるようになった。積込み作業も余裕をもって効

率的に行え、荷待ち時間も削減。



事例④ 香川県の事例

● 製造された商品の出荷前検査が遅延する場合に、遅延情報をあらかじめ発

荷主から実運送事業者に送付し、情報共有を図るとともに、出荷前検査が終わ

るタイミングに合わせた入門時間を指定することで、荷待ち時間を削減。

事例⑤ 福島県の事例

● 集荷当日に出荷していた青果物を一晩予冷庫に保管することにより、 出荷

量をあらかじめ把握することができようになり、出荷量に見合ったサイズの効率

的なトラックの手配が可能となる。また、集荷が終わるまでトラックは出発できな

かったのが、集荷当日は予冷庫に入っている青果物をすぐに積み込むことが可

能となり、荷待ち時間も削減可能となった。

（２）発荷主から着荷主への情報提供

事例① 北海道の事例

● 発荷主から着荷主に対し、積荷明細を事前にＦＡＸで送信してもらうことにより、

着荷主側ではトラック到着前に仕分けラベルをあらかじめ作成することができる

ようになった。これにより、着荷主が仕分けラベルを作成し終わるまでは、トラッ

クからの荷卸しを待たなければならなかったものが、すぐに荷卸できるようにな

り、着荷主側での荷待ち時間を削減することが可能となった。



受注締切時間前に受注状況を共有化し待機時間を削減 滋賀県

１．実施者の概要

 発荷主：Ａ（日用品製造業）、着荷主：Ｄ（卸売業）
 元請事業者：Ｂ
 実運送事業者：Ｄ
 荷種

・日用品の輸送

２．事業概要

 受注締切時間前に、確定前の受注情報を実運送事業者と共有化することで、実運
送事業者は配車調整をし、指定時間に入門・積込作業を開始でき、待機時間の削
減となった。

 実運送事業者における最適な入門時間を指示することができ、待
機時間がほぼゼロとなり、運転者の拘束時間が削減。成果

改善前

改善後

○受注締切時間１３時から配車したため、積込み時間、待機時間が発生

○締切１３時前に、９：４５、１１：０５に受注データを確認し、配車を指示することで、実運送
事業者に配車準備を実施する時間を提供でき、待機時間を削減することが可能となった

配車指示

受注締切時間
１３：００

受注
情報

発荷主

入門 待機 積込
作業

配車予想
受注情報

９：４５

最適な
入門時間

受注
情報

発荷主

積込作業

受注情報
１１：０５

受注情報
１３：００

配車予想

配車指示

配車調整

配車調整

配車調整

○事前の受注情報を踏ま
え、実運送事業者は配
車調整を実施でき、待機
のない最適な入門時間
に入るため、待機時間が
削減された。

○車両繰り、他の貨物と
の積合せ計画も立案で
きた。

事例３（１）－①



３．課題

４．事業内容

６．元請事業者のメリット

５．結果

 【着荷主の課題】特に繁忙期（特に３・１２月期）において、着荷主において待機時
間が発生する傾向がある。受付開始時間直後、受付順にバース接車等が許可さ
れるため、早朝時間帯に車両が集中することが待機時間の原因となっている。

 【発荷主の課題】発荷主・元請事業者においては受注の締切時間が１３時であり、
その後配車指示をするため、待機時間が発生するケースがある。

 平成２８年度パイロット事業として、発荷主における課題を解決するために取組を
実施した。なお、着荷主における課題に対する取組は平成２９年度に実施する予
定である。

 【発荷主における取組】受注締切時間１３時をもって配車指示してきたが、９時４５
分、１１時５分に途中段階の受注情報を踏まえ、実運送事業者に受注情報を踏ま
えた配車予想を伝達することで、実運送事業者では配車調整が可能となり、指定
時間に入門できるよう準備することが可能となった。また、予め入門時間、積込作
業開始時間を指示することができたため、待機時間の削減につなげることができ
た。

 元請事業者にとってのメリットは、待機時間の削減によるスペースの有効活用、
構内の混雑を緩和することができ、効率的な作業環境が得られた。

改善前

○受注締切１３時から、配車依頼を実施したため、実
運送事業者において配車調整ができず、入門時間
を指定できず、待機時間が発生

改善後

○受注締切１３時まえに、２回の途中段階の受注情
報について、実運送事業者と共有化し、配車調整を
実施させることができ、待機時間をゼロ化することが
可能となった

改善前

○待機時間： 約３０～１２０分

改善後

○待機時間： 約０分（▲３０～１２０S分）

改善方策

成 果



７．結果に結びついたポイント

 発荷主において、午前中に２回確定前の受注情報を実運送事業者と共有する

ことに対する理解と協力があったこと。

 受注確定前にし、改善への取組が円滑に実施することができた。受注情報を

データ通信を通じて共有化するなど、発荷主、元請事業者、実運送事業者の

パートナーシップが有効に機能。

 具体的には、配送量の見込みが当日までわからないため、実運送事業者で準

備すべき車両数が判明しなかったところ、受注情報の事前連絡によって必要

に応じ傭車先を探すことが可能となるなど、余裕を持った配車準備を行うこと

が可能となった。



４．（１）幹線輸送部分と集荷配送部分の分離による拘束時間の削減

（２）集荷先や配送先の集約による拘束時間の削減

（３）軽易な作業部分の分離による拘束時間の削減



４．（１）幹線輸送部分と集荷配送部分の分離による拘束時間の削減

・①集荷担当と②幹線輸送担当や、①幹線輸送担当と②地域内配送担当
を分離すること等により、拘束時間を短縮できます。

事例① 愛媛県の事例

● 荷待ち時間の長くなっている着地が複数あるため、比較的荷待ち時

間の少ない複数の発地側の荷物を１台のトラックで集荷し、１箇所の

着地での荷卸しとすることにより、拘束時間を削減。

事例② 山形県の事例

● ストックポイントを活用し、集荷先を集約することにより、拘束時間を

削減。

事例① 長崎県の事例

● 積込み担当のドライバーを集荷先に配置し、集荷部分と運送部分を

分離することにより、運転手の作業負荷を軽減し、拘束時間を削減。

事例② 熊本県の事例

● 複数ある着地で、それぞれ荷役時間が発生しているため、一部の

着地への配送を外部委託することにより、拘束時間を削減。

事例③ 静岡県の事例（福岡県・佐賀県・鹿児島県も類似事例）

● 荷役・荷待ち時間を要する複数箇所での集荷について、外部委託

（又は集荷担当を分離）することにより、拘束時間を削減。

４．（２）集荷先や配送先の集約による拘束時間の削減

・集荷先や配送先が複数にわたり、荷待ち時間や荷役時間が長くなってい
る場合は、集配先を集約することにより、拘束時間を短縮できます。



事例① 埼玉県の事例

● ノウハウを要する作業部分については本来のドライバーに残しつつ、

比較的ノウハウの要さない作業部分を別のドライバーに担当させるこ

とにより、拘束時間を削減。

４．（３）軽易な作業部分の分離による拘束時間の削減

・一人のドライバーの拘束時間が長くなっている場合に、他のドライバーで
も代替可能な軽易な作業を分離することにより、拘束時間の短縮が可能に。



業務工程の変更と高速利用拡大で拘束時間削減 長崎県

１．実施者の概要

 荷主企業： 発荷主A（食品製造業）
福岡県に本社を置く食品製造業で九州一円から山口県へパンやケーキ
等を提供。佐世保工場から各地拠点へ自社便、運送業者を使って配送
着荷主a（食品製造業）
本社宮崎県宮崎市

 運送事業者：日通長崎運輸株式会社
長崎県に本社を置く。佐世保営業所が本事業に参加

 荷種 ：パン等

２．事業概要

 佐世保から長崎までの往復輸送を毎日２便で運行し、これを繰り返すため、シフトが組みづらく長時間
労働となっていた。

 実証実験では、佐世保工場において積込担当の運転手が大型２台の積込みと空容器返却の業務を
行う。佐世保工場出発以降は別の運転手が引き継ぐ。積込担当の運転手は最後に短時間の別業務
を実施して作業終了とする。

 高速道路の利用区間についても、従来通り利用した場合と拡大した場合で労働時間を比較する。
① ２便・４便とも従来運行ルートの場合（２便の利用距離４３７．４ｋｍ、４便の利用距離 ５７９．８ｋｍ）
② ２便・４便とも６２８．３ｋｍ（利用できる区間全て）を高速道路利用する場合

拘束時間を40分～２時間10分短縮 運行の安全性も向上

１便と３便は荷主の
自社便で運行

Before After

事例４（１）－①



３．課題

４．事業内容

６．荷主企業のメリット

５．結果

 宮崎県の下ろし先では、当該荷物を受けてさらに県下への配送があるため、定められ

た時間に到着しなければならず、全体的に厳しい運行計画であった。

 １５時間を超える拘束を短縮するため、深夜早朝作業となる空容器の返却に、応援の

作業員を派遣していた。

 走行距離が増大しても時間的なメリットを享受できるのであれば、利用可能な高速道路

の区間は全て利用。（往路は柳川～田野→武雄北方～田野、復路は田野～柳川を田野

～佐世保三川内へ）

 荷主の協力を得て、空容器の返却を集荷前の日中に行えるようにし、２名で行っていた

業務を３名で行えるように、短時間の別業務と組み合わせて、シフトを変更。

 拘束時間が最大で２時間１０分短縮。

 運転手の荷扱いによる作業負荷が軽減され、疲労感の軽減を実現。

 運転に集中できるため、デジタコでの運転手の安全運転評価も向上。

 運転手の感想としても、一般道の走行に比べて、高速道路での運行の方がヒヤリハット

の経験が減少。

 出荷形態を変えることなく、運行の安定性を強化。

２便 ４便

従来 実験時 効果 実験時 効果 従来 実験時 効果 実験時 効果

運転時間 11:27 10:12 ▲1:15 11:04 ▲0:23 運転時間 11:17 10:40 ▲0:37 11:16 ▲0:01

荷役時間 2:33 1:58 ▲0:35 1:56 ▲0:37 荷役時間 3:23 1:50 ▲1:33 1:58 ▲1:25

休憩時間 0:40 0:40 0:00 1:00 0:20 休憩時間 0:30 0:30 0:00 0:30 0:00

その他時間 0:20 0:15 ▲0:05 0:20 0:00 その他時間 0:30 0:30 0:00 0:30 0:00

拘束時間 15:00 13:05 ▲1:55 14:20 ▲0:40 拘束時間 15:40 13:30 ▲2:10 14:14 ▲1:26

一般道と高速道路使用全線高速道路使用 一般道と高速道路使用 全線高速道路使用



７．結果に結びついたポイント

 日通長崎運輸では以前より他顧客の近距離の短時間業務を有しており、約半日で終了

する発荷主佐世保工場での積込み作業とその業務を組み合わせることができたため効

率の良い操配ができた。

 容器返却の為の日中の接車場所確保については混雑が予想されるが、発荷主佐世保

工場の協力を得られたことも大きい。

 容器返却時刻の変更には、労働時間短縮以外の効果もある。以前は空容器の返却を

夜間・早朝に行っていたため冬場は真っ暗で作業性が低かったが、この作業を昼間明

るい場所で行えるようになったことから、作業性は向上したと推察される。

 積込担当の運転手の人件費については、実証実験では運送事業者が負担したが、継

続的に実施するにあたっては、費用について発荷主と運送事業者のどちらが負担すべ

きか調整する必要がある。



５． 出荷に合わせた生産・荷造り等による拘束時間の削減



５． 出荷に合わせた生産・荷造り等による拘束時間の削減

○ 出荷の際の荷姿やタイミングに関係なく、製造できたものを順番に

出荷スペースに積んでいたため、出荷時にはトラック１台ごとにピッキ

ングや荷造りが必要となっていたものを、出荷順や出荷時の荷姿を考

慮して製造順や荷置きを行うことにより、ピッキングや製品の無駄な移

動を不要とし、積込み時間等を短縮することができます。

事例① 石川県の事例

● 出荷情報を見える化し、出荷日に合わせて生産を実施するととも

に、出荷順や出荷時の荷姿を踏まえてあらかじめ荷まとめを行うこと

により、積込み時間等を削減。（トラックごとに荷積みする荷物をまとめ

て置いておく等）

事例② 京都府の事例

● 出荷（＝トラックへの積込み）のタイミングに合わせた生産工程の管

理を行うとともに、荷造りと出荷の実施日を分け、出荷前日にトラック

への積込みを念頭においてあらかじめ仕分けを終えておくことにより、

出荷当日は、荷分けされた荷物をそのまま積込むことが可能となっ

た。これにより、生産工程の遅れに伴う荷待ちや荷物の仕分けを待っ

ていた待機時間を削減。

事例③ 青森県の事例

● 配送先に関係なく出荷予定の青果物を空いているスペースに置い

ていたが、出荷先ごとに積み荷をあらかじめ仕分けして置くことによ

り、積込み時間を削減。



集荷、荷纏め体制の見直しによる積込み時間の削減 石川県

１．実施者の概要

 荷主企業： コマニー株式会社
石川県に本社を置くパーティション（間仕切り）の設計・製造・販売・施工をおこなう

 運送事業者：上田運輸株式会社

石川県に本社を置く一般貨物運送のほか、倉庫保管事業、第二種貨物利用運送事
業を展開

 荷種
建設資材（パーティション（間仕切り）・ドア、その他必要部材）

２．事業概要（積み込み時間の改善事例）

トラック１両あたりの積み込みにかかる時間
積み込み時間が大幅に削減！

改善前 改善後

BEFORE AFTER

出荷にあわせた生産体制ではないためピッ
キング作業が多く、集荷品の取り纏めが複
雑となり積み込み作業に時間を要していた。

出荷に合わせた生産体制を確立、ピッ
キング作業の減少と車両にあわせた
取り纏めにより積み込み作業時間が削
減された。

90分

50分

荷室の高さ

事例５－①



３．課題

４．事業内容

６．荷主企業のメリット

５．結果

出荷に合わせた生産体制でないため、部品が完成のたびにピッキングが発生している。

ピッキング回数が多くピッキング作業と荷纏め作業が分業となっており、積み込み作業に

おいて荷纏めを伴う作業が発生し作業時間が長くなる。

① 集荷場所は、できあがった製品から積み上げ。

② パレット数も多くサイズがバラバラ。

③ ピッキングはできあがったモノ順。

④ 出荷の荷姿がわからない。

① 出荷に合わせた生産体制の確立

・出荷情報の見える化、出荷日から逆算しリードタイムを考慮し生産を行う。

② 出荷の平準化

・午前・午後と平準化して出荷を行う。

③ トラックに積み込む順番でピッキング・荷纏めを行う

・ピッキング作業～荷纏め作業のワンオペレータ化。

・トラックに積む荷姿を決めてピッキング パレットサイズ・荷の高さ・順番を考慮。

・パレット数を少なくし積み込み回数を減少。

① 積み込み作業の実証結果 改善前 90分 → 改善後 50分

▲40分（▲44％）

・ 出荷順番・高さも含めた荷姿でのパレット積みにより積み込み時の負担軽減。

・ 積み込む順番のパレット配置による作業効率化。

・ パレット数の減少による積み込み時間削減。

② 調査事業実施による入庫時間から出庫時間の改善

2016年 8月平均 106分/車 → 2017年 2月平均 68分/車

▲38分/車（▲36％）

① 製品在庫削減によるキャッシュフロー向上

② 倉庫管理費減少



７．結果に結びついたポイント

① 荷主企業と運送事業者で現場の問題点を確認し、改善に向けた課題について共

有できたこと。

② 出荷に合わせた生産体制を構築することについて、荷主企業からの理解と協力が得

られたこと。

③ 荷主企業と運送事業者の、日ごろからの信頼関係が構築されていたこと。

④ パソコンを用いた出荷管理板を運用することにより、出荷の状況がリアルタイムで見

える化できたこと。

⑤ 出荷に合わせた生産を行うことができる場合、積み荷姿をイメージしたピッキングが

可能になるため、積み替え及び運搬効率に効果的な取組である。



６． 荷主側の施設面の改善による拘束時間の削減



６． 荷主側の施設面の改善による拘束時間の削減

・複数の倉庫を経由して集荷を行わなければならない場合や、倉庫のバー

ス数が不足している場合には、倉庫を集約したり、バース数の多い倉庫を

増設することにより、荷待ち時間を削減できます。

・また、作業場が狭い場合には、外部倉庫や運送事業者のスペースを活用

することで、作業時間を削減できます。

事例① 新潟県の事例

● 複数倉庫を経由して集荷を行わなければならなかったが、小規模な

倉庫を廃止するとともに、バース数の多い新倉庫を増設することによっ

て倉庫を集約し、荷待ち時間を削減。

事例② 栃木県の事例

● 入荷専用バースの不足に対応し、入荷専用バースを増設することに

より、拘束時間を削減。

事例③ 岡山県の事例

● 積込み倉庫が６箇所あったため、倉庫を集約化し、５箇所に削減す

ることにより、拘束時間を削減。

事例④ 静岡県の事例

● 外部倉庫を利用することで積込みスペースに余裕を持たせるととも

に、作業が行いやすくなるよう、レイアウト等についても見直しを行うこ

とにより、荷役時間を削減。

事例⑤ 福井県の事例

● 発荷主の倉庫から製品を出荷する際に、狭隘な場所で梱包作業を

行いトラックへの積込みを行っていたため、梱包・荷役の作業効率が

悪く、荷役作業に時間がかかるとともにトラックの荷待ち時間も長くなっ

ていたが、発荷主の倉庫のすぐ近くにある運送事業者の敷地まで一

旦製品を横持ちし、梱包作業を行うことにより、荷役時間及び荷待時

間を削減。



倉庫集約による積込待ち時間の短縮 新潟県

１．実施者の概要

 荷主企業：発荷主Ａ（食品メーカー）
新潟県に本社のある食品メーカーで全国の物流センター、卸・小売店に出荷

 運送事業者：運送事業者ア

新潟県に本社を置く。発荷主Ａの工場から倉庫への運送・入庫、倉庫から出荷・運
送を担当。

 荷種：食品（菓子）

２．事業概要 ＜昨年度に実施された内容＞

【before】

【ａｆｔｅｒ】

１台当り
短縮時間

⊿１１５′

＜旧倉庫＞
出荷･倉庫入
兼用：５ﾊﾞｰｽ

＜新倉庫＞
旧倉庫に加えて
出荷：８ﾊﾞｰｽ
倉庫入：２ﾊﾞｰｽ
増設

【成果】

事例６－①



３．課題

４．事業内容

６．荷主企業のメリット

５．結果

① 従来は、各倉庫を経由しなければならなかったが、バースが少ないことに

より待機時間が発生していた。

② 複数拠点運送の場合は、荷卸順の関係で、複数回倉庫を回るか、または積み

直し作業をする必要があった。

③ ①、②の状況であったことと、荷量の変動が大きいことにより、積込時間の

基準が守られない状況にあった。

④ 優先される出荷作業の終了時間が読めず、大幅に遅れ、倉庫入れ作業はさら

に遅れる状況となっていた。

⑤ 以上により、電話での情報取得、指示等、管理工数も大。

７．結果に結びついたポイント

① 新倉庫を増設し、借り倉庫を廃止した。

② 増設倉庫で、新たに出荷：８ﾊﾞｰｽ、倉庫入れ：２ﾊﾞｰｽを設置した。

① 工場及び借倉庫での待ち時間が大幅に減少した。

１台当りの待ち時間 ⊿１１５′ 削減

② 電話での情報のやり取り等、管理コストが軽減された。

①倉庫入れ・出荷作業の生産性向上、倉庫間横持ちの削減。

②待機時間を含むドライバーの作業時間短縮。

① 発荷主と運送事業者が、一体となって待機時間削減に取り組む環境を醸成できてい

たこと。

② 発荷主の物流改善に対する意欲が高かったこと。

③ 発荷主において、倉庫の増設・集約についての計画があったこと。

④ 新倉庫に移った際に、商品の配置をピッキングしやすい配置に変更したため、荷役作

業時間も削減されたことも待機時間の削減に寄与している。

⑤ 発荷主では、コストダウン効果も併せて企画している。



７． 十分なリードタイムの確保による安定した輸送の確保



７． 十分なリードタイムの確保による安定した輸送の確保

・着荷主に到着時間の余裕を持ってもらったり、発荷主に出荷時間を守っ

てもらうことにより、十分なリードタイムを確保でき、運転手が適正な労働

時間を遵守でき、安定的な輸送を行うことが可能となります。

事例① 宮崎県の事例

● 集荷終了からフェリーの出航時間までの時間の余裕がないため、集

荷が少しでも遅れると、フェリーにトラックが乗船することができなくな

り、陸路をすべて走行しなければならなかったが、リードタイムを確保

し、収穫当日は予冷庫に保管し、翌日朝から積込みを開始することに

より、フェリーの出航に確実に乗船できるようにし、フェリーでの安定的

な輸送が可能となった。

事例② 鹿児島県の事例

● 着荷主の到着指定時間を後ろに遅らせてもらい、リードタイムを長く

してもらうことにより、改善基準告示で定められているドライバーの一

拘束時間と拘束時間との間の８時間の休息時間を確保。

事例③ 北海道の事例

● 運送事業者が発荷主側に対し、出荷締切時間の厳守を要請し、協

力を得られたことで安定的な輸送が可能に。

● 着側の卸売市場での荷卸し時間帯の拡大により、荷待ち時間を短

縮。



４日目販売の促進により余裕を持った運行を実現 宮崎県

１．実施集団の概要

 荷主企業：発荷主Ａ（農業団体）、着荷主B（卸業者）
○発荷主Ａは単位農協を組合員とする連合組織であり、県全域の各単位農協が県外に出荷する

青果等を取りまとめて加工・販売（委託販売）・物流する機能を担っている。
○着荷主Ｂは関東の市場で事業を営む青果卸業者である。

 運送事業者： 運送事業者ア（元請）、運送事業者イ（下請）
○運送事業者ア（元請）は、発荷主Ａの関連会社である。実運送と利用運送事業を行っている。
○運送事業者イ（下請）は、宮崎県に本社を置く運送事業者。青果センターから関東・関西等への

遠距離輸送を担当しており、農産物の輸送を主事業としている。
 荷種： 青果物

２．事業概要

本取り組みによってフェリー出港まで余裕を持って集荷をすること

ができ、フェリーに乗り遅れて全行程を走行せざるを得ないリスク

が低減した。

関西の
市場

集出荷
センター

集出荷
センター

集出荷
センター

宮
崎
港

神
戸
港

カーフェリー

東京の
市場

複数のセンター
を巡回集荷

農家 農家

持ち込み

19:10発
翌日

07:30着
18:20〆

（トレーラ）
18:40〆

（トラック）

15:00頃
積込開始

朝収穫

13:00過ぎに
加工開始

11:00頃〆

陸送陸送

20:00頃の
入荷

（市場要請）途中荷卸し セリ開始
07:00等

小売等

１日目 ２日目 ３日目

関西の
市場

集出荷
センター

集出荷
センター

集出荷
センター

宮
崎
港

神
戸
港

カーフェリー

東京の
市場

複数のセンター
を巡回集荷

農家 農家

19:10発 07:30着18:20〆
（トレーラ）

18:40〆
（トラック）

収穫

陸送陸送

20:00頃の
入荷

（市場要請）途中荷卸し
セリ開始
07:00等

小売等

予冷庫

予冷庫

予冷庫

持ち込み

予冷保管
翌日朝～
積込開始

１日目 ２日目 ４日目３日目

事例７－①



３．課題

４．事業内容

６．荷主企業のメリット

５．結果

① フェリー積み込みまでのリードタイムが短く、遅延が発生した場合には陸路輸送せざ

るを得ないため、改善基準告示の遵守が困難な状況となる。

② 着側の卸市場には順番待ちのルールが明確でなかったり、着荷しているのに荷受け

担当が出てこないために、ドライバー自らが荷役しなければならないなど、卸によって

対応に差がある

① 収穫当日は出荷せず予冷庫に入れる。

② 翌日、従前よりも早い時間帯から積み込みを開始する。

③ これにより３日目販売が基本であった出荷スケジュールを４日目販売のスケジュール

に変える。

① 収穫当日積みを翌日積みとすることで、時間的に余裕を持って集荷・積み込みを行う

ことが可能となった。

② 収穫から販売までのリードタイムは３日から４日にのびたものの、収穫当日は予冷庫

にて保管することにより３日目販売と変わらぬ鮮度が保持できた。

③ フェリーに乗り遅れて全行程を走行せざるを得ないリスクが低減した。

① 余裕を持った出荷スケジュールでも鮮度を保持可能であることが確認できた。

② 運送事業者が改善基準告示の遵守が困難な運行を行わざるを得なくなるリスクが低

減した。

③ 運送事業者との間で忌憚のない意見交換ができるようになった。

７．結果に結びついたポイント

① 荷主企業と運送事業者で現場の問題点を確認した。

② 荷主企業、運送事業者が一同に介し、継続的な改善を検討した。

③ 荷主企業の協力により、出荷作業時間の短縮に取り組んだ。

④ 実証実験では、予冷庫など設備投資等は考慮しなかったが、今後継続的に運用して

いくためには、予冷倉庫の運用に係る費用等の費用分担について関係者間で合意を

得る必要がある。

⑤ さらなる拘束時間の削減について、東京都内で複数の市場への荷卸しを行っている

のが現状であり、配送先の集約等が望まれる。



８． 高速道路の利用による拘束時間の削減



８． 高速道路の利用による拘束時間の削減

・荷主に高速道路料金を負担してもらうことにより、高速道路を利用した運

送を行うことができると、拘束時間削減に大きな効果があります。

・高速道路の通行許可が得られないような荷姿の貨物については、設計変

更をすることにより、通行許可が得られるようになる場合があります。

事例① 岐阜県の事例

● 高速道路料金を荷主に負担してもらい、高速道路を使用することに

より、運転時間を削減。

事例② 和歌山県の事例

● 荷種の寸法が過大であるため、高速道路の通行許可が得られな

かったが、寸法の見直しを行い、高速道路の通行許可が得られるよう

になったことにより、運転時間を削減。

事例③・④ 長崎県・三重県の事例

● 高速道路の利用により、運転時間を削減。



高速道路使用による運転時間の削減 岐阜県

１．実施者の概要

 荷主企業：発荷主A（小売業）、着荷主a（発荷主Aの店舗）

岐阜県に本社を置くスーパーマーケット事業者。中部地方に広く店舗を展開。岐阜
県内に物流センターを持ち、納入業者からの納品を店舗ごとに仕分けて配送。

 運送事業者：
元請運送事業者ア 発荷主Aのグループ会社。物流センターでの構内作業や店舗配

送の配車業務等を実施
実運送事業者イ 愛知県に本社を置く大手運送事業者。発荷主Aの各店舗への配

送を担当
 荷種

食品・生活雑貨等（本事業の対象はチルド品）

２．事業概要

【状況】

高速道路の利用や、現状利用しているＩＣを変更することにより、運転時間が短縮される
効果が非常に高い輸送経路が存在。

【実施内容】
高速道路を使用した輸送トライアル（費用は荷主負担）を実施。
3コースにて3日間トライアルを実施し、20分～1時間の運転時間短縮を実現。

高速道路使用前
（3日間平均）

往路 復路
① 1:40 1:38

② 1:25

③ 1:33 1:33

コース
運転時間

往路 復路
① 1:25 1:26
② 1:01
③ 1:01 1:05

コース
運転時間

高速道路使用後
（3日間平均）

①27分の短縮
②24分の短縮
③１時間の短縮

※コース②は片道（往路）のみ高速道路使用

事例８－①



３．課題

４．事業内容

６．荷主企業のメリット

５．結果

① 改善基準告示の規定の範囲内で運用可能な配送計画を立案しており、長時間の拘

束時間は発生していないが、デジタルタコグラフ機器の操作ミスが原因でデータ上十

分な休憩取得が出来ていない例が見られた。

② 更なる拘束時間短縮のための課題としては、物流センターへの納入業者の車両が遅

れた場合に積込み作業に影響が出て待機時間が長くなることがある（繁忙期のみ）

が、

その状況を実運送会社にも事前に伝達することで、待機時間を休憩時間とするなど

の対応が可能。

③ 元請運送事業者より高速道路使用が認められた経路以外で高速道路利用により運

転時間の短縮が見込める配送経路がある。

④ 各店舗からの空容器の返送時に物流センターの返却口が混雑し待ち時間が発生す

る時間帯がある。

① 改善基準告示の遵守のための体制づくり等について聞き取り調査を行った。

② 物流センターでの待機時間短縮のため繁忙期に納入遅延の発生可能性がある場合

は、その旨を実運送業者にも情報提供する（その体制を構築する）実証試験を実施。

③ 対象となる配送経路について実際に高速道路を走行したトライアル輸送を実施。

④ 空容器の返送時の待機時間については、混雑する時間帯が一時的であり、解消には

設備投資を要するため今後の課題とした。

① デジタルタコグラフの操作ミス防止については運送会社の定例会議等で周知徹底。

② 納入遅延についての情報共有はその体制を整えたが、試験期間に納入遅延が発生

しなかったため実際の効果は不明。

③ 高速道路使用のトライアル輸送により20分～1時間の運転時間削減効果が見られ

た。

① 店舗の出店状況等の変化により、一部非効率となっていた配送ルートを発見し、効率

化の検討材料ができた。



７．結果に結びついたポイント

① 事業スタート時に荷主が配送の重要性を認識し、元請運送事業者とともに配送計画

を構築した経緯があり、現在もそのような理念が荷主・元請運送事業者に浸透して

いる。

② 荷主企業は効率面や安全面における改善を心がけており、運送会社からの意見を

くみ上げ、改善を実施する体制を構築している。

③ 実証実験の結果、一定の成果が得られた高速道路利用については、コスト負担の

議論はいったん棚上げした。継続的に実施するにあたっては、コスト負担のあり方に

ついて発荷主と運送事業者のどちらが負担すべきか調整する必要がある。



＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．物流業務効率化モデル形成

○ 生産者や流通業者等による次の取組を支援します。

① 一貫パレチゼーションや通い容器などの利用回収、IoTを活用したパ

レットと商品情報を結び付けた管理の取組

② 船舶輸送体制の構築や簡素化した出荷規格による流通形態の確立

等の新たな流通技術・方式等の実証を行う取組

③ 花きの流通システムの転換に向けた社会実験を行う取組

２．輸出拠点・流通新技術導入モデル形成

○ 流通業者等による次のモデルの形成を支援します。

① 生産履歴・品質管理等の情報を海外バイヤーが閲覧できるシステム等

を整備した輸出拠点モデル

② 効率的な商品管理等のため、受発注・物流情報を共有できるシステム

等を整備する新流通モデル

食品流通合理化促進事業 【平成31年度予算概算要求額 335（335）百万円】

＜対策のポイント＞
食品の流通構造の合理化を図るため、パレットの導入等による物流の効率化等を支援するとともに、海外需要に合った輸出拠点の創出等を支援します。

＜政策目標＞
○６次産業化の市場規模の拡大（6.3兆円［平成28年度］→10兆円［平成32年度まで］）
○農林水産物・食品の輸出額の拡大（8,071億円［平成29年］→１兆円［平成31年まで］）

［お問い合わせ先］（１①及び２の事業）食料産業局食品流通課（03-3502-5741）
（１②及び③の事業）生産局園芸作物課 （03-3502-5958）

国
流通業者等

（協議会を含む）

定額、1/2
＜事業の流れ＞

 パレットに加え、通い容器を
利用した一貫パレチゼーショ
ンの取組を支援

 IoTを活用し、パレットと商
品情報を結び付けて管理す
る取組を支援

 海外バイヤー等が必要な情報を
閲覧できるシステム等を整備

１ ① 一貫パレチゼーションの取組実証

取組を全国展開することにより、流通を合理化・効率化

卸売市場

小売
センター等産地

パレット
レンタル会社

協議会の設置

回収
レンタル

トラック
輸送

トラック
輸送

サプライチェーン
の可視化IoTによる

積み荷情報の管理

パレットの
紛失防止

レンタル手続の
簡素化

荷積み作業
の効率化

検品・入庫作業
荷下ろし作業
の効率化

RFID付きﾌﾟﾗﾊﾟﾚ、
折りたたみコンテナ等

２ ① 卸売市場等による輸出拠点の構築

海外バイヤー
輸出

（レストラン等）

流通過程の
品質管理情報

認証取得情報

製造履歴

契約

生産履歴



平成31年度国土交通省概算要求（トラック事業における働き方改革の推進）

・トラック運送事業の、労働生産性の向上、多様な人材の確保・育成、取引環境の適正化等に資する事業
を実施し、働き方改革による労働条件改善を推進する。

平成31年度 要求額： 300百万円（平成30年度 予算額： 101百万円）

○ 「ホワイト物流」実現国民運動（仮称）の展開
・関係省庁、荷主団体、物流団体、労働組合が連携し、「労働生産性の向上」「多様な人材が現場労働者
として活躍できる労働環境の実現」に取り組む「ホワイト物流」実現国民運動を実施
― 荷主等に対する「ホワイト物流」実現国民運動の参加の呼びかけ
― 荷主が取り組むべき事項に関する普及・啓発活動
― キャンペーン・ポータルサイトの開設・運営

○ 輸送品目別の取組みの強化
・個々の輸送品目ごとに抱える課題等に違いがあることから、輸
送品目ごとの課題や実態を把握し、改善報告を検証する。
・地方によって輸送品目ごとに課題が異なる面もあることから、
中央のみならず、地方の機関においても、関係者と取組みを進め
る

○ 長時間労働の是正等に資する機器・システム等の活用の促進
・長時間労働の是正等に資する機器について、機器の効果を増幅させるための効果検証等を実施する
― 予約受付システムの相互利用の促進（情報の標準化） ― 予約受付システムと配車システム等の連携による効果検証の実施

30分以上の荷待ち時間が生じた件数
（輸送品目別）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

自動車運送事業の働き方改革に関する
関係省庁連絡会議について

ayqbzh-wp3a
四角形



「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議」の概要

開催趣旨

構成

スケジュール

検討の視点

議 長：野上 浩太郎 内閣官房副長官

議 長 代 理：牧野 たかお 国土交通副大臣

副 議 長：古谷 一之 内閣官房副長官補（内政）

構 成 員：内閣府政策統括官（経済財政運営担当）

警察庁交通局長

財務省大臣官房総括審議官

厚生労働省労働基準局長

農林水産省食料産業局長

経済産業省大臣官房商務・サービス審議官

国土交通省自動車局長

環境省地球環境局長

平成29年6月29日 第１回 現状と課題、今後の進め方 等
平成29年8月28日 第２回 当面の対応方針として「直ちに

取り組む施策」を取りまとめ
平成30年2月20日 第３回 取組の進捗状況、行動計画の策定方針

自動車運送事業(トラック・バス・タクシー事業)について、省庁横断的な検討を行い、長時
間労働を是正するための環境を整備することを目的とした関連制度の見直しや支援措置に
関する行動計画の策定及び実施を総合的かつ計画的に推進するため、自動車運送事業の働
き方改革に関する関係省庁連絡会議を開催する。

３．取引環境の適正化

１．労働生産性の向上

・短い時間で効率的に運ぶ
・たくさん運んで、しっかり稼ぐ
・運転以外の業務も効率化 等

２．多様な人材の確保・育成

・力仕事・泊まり勤務等からの解放
・誰でも働きやすい職場づくり
・免許を取る人を増やす 等

※平成30年春頃までに「行動計画」を策定

・荷主・元請の協力の確保
・運賃・料金の適正収受 等
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トラック・バス・タクシーの働き方改革

「直ちに取り組む施策」
－長時間労働にブレーキ、生産性向上にアクセル－

～クルマの仕事の生産性＆職の魅力を高める63施策～

Ⅰ．長時間労働是正のための環境整備

◎短い時間で効率的に運ぶ－様々なムダの解消－

「荷待ち時間」削減： トラックの予約調整システムの導入促進☆

「荷役時間」削減： パレット化等による機械荷役への転換促進☆

「宅配の再配達」削減： オープン型宅配ボックスの導入促進 ※

「走行時間」削減： 高速道路の有効活用

◎たくさん運んで、しっかり稼ぐ
ダブル連結トラックの導入促進☆

配車アプリ・スマートメーターによるタクシーの効率配車と新サービス☆
トラック・バス・タクシー事業の「かけもち」制度化☆

◎運転以外の業務も効率化
ICTを活用した運行管理の効率化☆

 平成30年度予算概算要求に反映するとともに、制度・運用の見直しの検討を加速
 今後、さらに検討を進め、平成30年春頃を目途に「行動計画」を策定・公表

「☆」を付した施策は｢働き方改革実
行計画」(平成29年3月)策定以降の
新規施策
「※」を付した施策は強化施策

自動車運送事業は、長時間労働の状況にある一方、荷待ち時間、宅配の再配達等に大きな効率化余地が存在。

Ⅱ．長時間労働是正のためのインセンティブ・抑止力の強化

このため、以下の取組を政府を挙げて強力に推進。

①労働生産性の向上

◎働き方改革の実現に向けた
アクションプランの策定の要請☆

事業者団体に対し、策定・実施を要請

◎行政処分の強化☆

過労防止関連違反等に係る
行政処分の処分量定の引上げ

◎ホワイト経営の「見える化」・優遇☆

ホワイト経営に取り組む企業が取引先や
求職者に「見える」仕組みや優遇策を検討

【厚、国】

【経、国、環】

【警、農、国、環】

【国】【国】
【国】

②多様な人材の確保・育成

◎力仕事・泊まり勤務等からの解放
荷役の機械化支援☆、トラック・高速バスの中継輸送☆、
SA・PAの大型車駐車マス不足対策

◎誰でも働きやすい職場づくり
女性が働きやすい職場環境の整備

◎免許を取る人を増やす
第二種免許の受験資格の見直しの検討☆、 免許取得支援制度の利用促進

③取引環境の適正化
◎荷主・元請の協力の確保
荷主勧告制度の運用見直し☆、不適切な取引条件の改善に向けた取組

◎運賃・料金の適正収受
荷役等の運送以外の役務の対価の収受対策☆

貸切バス運賃・料金の下限割れ防止対策

【経、国、環】

【厚、国】

【警、厚】

【厚、農、経、国】

【国】

3



自動車運送事業の働き方改革関係
（平成29年度補正予算の主な施策）

【厚生労働省】

○生産性向上のための設備・機器の導入促進等
（598百万円）

事業場内の最低賃金を一定額以上引き上げた
中小企業・小規模事業者に対して、生産性向
上のための設備・機器の導入経費等の一部を助
成する制度を拡充。

【国土交通省】

○高速道路料金の割引拡充
（10,700百万円）

ETC2.0を利用する自動車運送事業者に対し、
大口・多頻度割引の最大割引率を40％から
50％に拡充する措置の延長（平成31年３月
末まで）等を実施。

【農林水産省】

○食品等物流効率化システム導入支援
（203百万円の内数）

着地場所等でのトラックの待ち時間短縮を図る
トラック予約受付システム等、農産物等の物流
効率化を図るICTシステム導入を緊急的に
支援。

○機械荷役への転換促進
（200百万円）

トラック運送業の労働生産性の向上・多様な人
材の確保を図り、働き方改革を推進するため、
荷役作業の効率化に資する機器（テールゲート
リフター）の導入を支援。

4



自動車運送事業の働き方改革関係
（平成30年度予算案）

省庁名 平成30年度予算（案）

警察庁 19百万円

厚生労働省 24,445百万円
（加えて、40,933百万円の内数）

農林水産省
（335百万円の内数、
167百万円の内数）

経済産業省 3,497百万円
（加えて、6,050百万円の内数）

国土交通省
182百万円

（加えて、1,667,694百万円の内数、
20,950百万円の内数）

環境省
（1,765百万円の内数、
1,500百万円の内数） （注）内数計上となっている予算施策は、上記の額に含めていない。

○第2回連絡会議で取りまとめた「トラック・バス・タクシーの働き方改革『直ちに取り組む施
策』」を具体化するため、平成30年度予算概算要求に反映。

○平成30年度は平成29年度を大きく上回る予算額となっている。
平成29年度：174億円 → 平成30年度：281億円（1.61倍）

分野別
平成30年度
予算（案）

前年度比

①労働生産性の向上 12,139百万円 1.72

②多様な人材の確保・育成 15,934百万円 1.53

③取引環境の適正化 70百万円 皆増

合計 28,143百万円 1.61

＜１．省庁別＞ ＜２．分野別＞

5
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トラック事業における働き方改革の
推進に向けた取組

国土交通省「直ちに取り組む施策」の主な進捗状況

6
34

１．労働生産性の向上

○事業者と荷主の連携による働き方改革・生産性向上を推
進するため、物流コンサルタント等の有識者によるコンサル
ティングを活用し、実証実験を実施。実験の成果を活かし
て、将来の自律的な取組みの普及のために必要なノウハウ
の蓄積・横展開を図る。

パレット フォークリフト

H30 101百万円
（継続）

○自動車運送事業者の労働生産性の向上や働き方改善を図
るため、ETC2.0を利用する自動車運送事業者に対し、大
口・多頻度割引の最大割引率を40％から50％に拡充する
措置の延長（平成31年3月末まで）等を実施。

11 高速道路料金の割引拡充

基 本

ETC2.0を利用する自動車運送事業者を対象

[最大割引率]

40％

10％

＋

H29補正 10,700百万円

トラック運送業の働き方改革推進事業
H29補正 200百万円

○労働生産性の向上・多様な人材の確保に資する機器
（テールゲートリフター）の導入補助を実施。

6

○物流総合効率化法により、2以上の者の連携により物流の省
力化・効率化を図り、環境負荷低減にもつながる優良な取組
（路線バスによる貨客混載・共同配送 等）を認定(71件)

2
23

物流総合効率化法の枠組みを活用した物流の効率化等
H30 40百万円（継続）

【事業例】一般路線バス（宮崎交通西都BC～村所線）を活用した貨客混載・共同輸送
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国土交通省「直ちに取り組む施策」の主な進捗状況
１．労働生産性の向上

IT点呼の拡大

○バス事業及びタクシー事業で営業所－車庫間のIT点呼を
可能にするため、省令・通達の改正案について平成30年
１月31日よりパブリックコメントを開始。同年３月中に省
令・通達改正を行い、IT点呼の普及を図る。（平成30年
３月下旬頃施行予定。）

29

IT点呼のイメージ

※ＩＴ点呼：テレビカメラ等により
行う点呼

大型バスドライバー融通のためのモデル事業
H30 11百万円の

内数（新規）

25

○ドライバーの繁忙期の負担軽減、閑散期の所
得向上等を図るため、平成30年度に大型車
ドライバー融通のためのモデル事業を実施。モ
デル事業実施後、大型車ドライバー融通ルー
ルを策定し、普及促進を図る。

ニーズのマッチング

閑散期のバス事業者 繁忙期のバス事業者

タクシーの配車アプリを活用した新サービス導入の検討

○タクシーの利便性向上による需要喚起を図
るため、平成30年1月22日から3月11日ま
で相乗りタクシーの実証実験を実施。実証実
験終了後に結果を踏まえて制度化に向けた
検討を実施。

参加車両の
ステッカーロゴマーク

20

H30 30百万円（継続）

○タクシーの利便性向上による需要喚起を図
るため、平成30年度にタクシー事業における
定額タクシー及び変動迎車料金の実証実
験を実施。実証実験終了後に結果を踏ま
えて制度化に向けた検討を実施。

高齢者の通院・買い物

定額タクシー

○平成28年11月より、新東名を中心とするフィールドでダブル連
結トラックの実験を推進し、平成30年度の本格導入を目指す。

17 ダブル連結トラックの車両導入に向けた
特車許可基準の見直し等 H30 1,667,694百万円の内数

（継続）

ダブル連結トラック：１台で２台分の輸送が可能

約12m

走行中のダブル連結トラック（25m車両）特車許可基準の車両長について、現行の21mから最大で25mへの緩和を検討

通常の大型トラック現在

今後

約25m
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国土交通省「直ちに取り組む施策」の主な進捗状況
２．多様な人材の確保・育成

○平成28年11月より中継輸送の実験を実施中。
○実験の検証結果を踏まえ、運用の検討を行う。

36
高速道路のSA・PAを活用した
中継輸送の運用の検討

1,760
2,311

560

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

直行便 中継輸送

約３割増加
（凡例）自宅： 宿舎：

休
息
時
間
（ｈ
）

出典：日本梱包運輸倉庫（株）乗務記録表（H29.1月～6月データ）

〈中継輸送による自宅休息時間の増加〉〈中継地での乗り継ぎ模式図〉

H30 1,667,694百万円の内数
（継続）

中継地（清水PA）で
乗務交代

Ａ運転者 Ｂ運転者

Ａ運転者
Ｂ運転者

鈴鹿センター営業所 群馬営業所

Ａ車両 Ａ車両

Ｂ車両 Ｂ車両

Ａ運転者 Ｂ運転者

Ａ車両

Ｂ車両

Ａ運転者 Ｂ運転者

235km 254km

SA・PA・道の駅における駐車スペースの活用

○休憩施設における大型車駐車マス不足に対し、
マス数を増やすことに加え、以下により対応
①長時間駐車の抑制 ②駐車箇所利用平準化
③高速道路の路外の施設の活用や予約システムの導入

○ETC2.0搭載車を対象として、高速道路外の休憩施設等
への一時退出を可能とする実験を、全国20箇所で平成
29年度中に実施

39
H30 1,667,694百万円

の内数（継続）

＜一時退出のイメージ＞

※1 利用1回当たりの料金
※2 一定距離以上を連続して利用した場合の料金割引措置

一時退出した場合でも、高速を降りずに
利用した料金のまま

（ターミナルチャージ※1の再徴収をせず、
長距離逓減※2等も継続）

高速道路

ETC ETC

道の駅

①一時退出③再進入

ETC2.0搭載車 高速道路本線
からの案内

乗り直し料金据置

○○
〇〇〇〇

②道の駅での
休憩等

ガソリンスタンド

運行管理の高度化・効率化に向けた検討

○バスの運行管理の高度化・効率化を図るため、
平成30年度にバスの過疎地等における集約合
理化及び長距離運行等における一体型管理の
実証実験を実施。

30

H30 11百万円
の内数（新規）

１．労働生産性の向上
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適正な運賃・料金収受を含めた
取引環境の適正化

行政処分の強化事業者団体に対する働き方改革の実現に
向けたアクションプランの策定の要請

○自動車運送事業の長時間労働の抑止力を強化するため、
処分量定の引上げ（過労防止関連違反を2倍～4倍
へ）を内容とする行政処分基準の改正案について、平成
30年２月20日よりパブリックコメントを開始。同年３月中
に関係通達を改正。

○長時間労働是正に向けて業界
における自主的な取組を促すた
め、平成29年9月20日に石井
国土交通大臣よりトラック・バス・
タクシーの各事業者団体の会長
等に策定を要請。平成30年3
月中の策定に向け、各団体にお
いて検討中。

国土交通省「直ちに取り組む施策」の主な進捗状況

61

58

63

４．インセンティブ・抑止力の強化

平成29年9月20日アクションプラン策定要請
左から（一社）全国ハイヤー・タクシー連合会川鍋会長、
石井国土交通大臣、（公社）全日本トラック協会坂本
会長、（公社）日本バス協会三澤会長

荷主勧告制度の運用見直し

○平成29年7月の運用見直し以降、平成30年２月
８日時点で警告を3件、協力要請を118件それぞれ
実施しており、荷主への働きかけを積極的に実施。

52

３．取引環境の適正化

○荷主所管省庁である経済産業省及び農林水産省と連携し
荷主への周知活動を行うとともに、中央及び地方レベルの両方
で荷主及びトラック事業者への周知活動を実施中。また、トラッ
ク事業者と荷主双方における共通理解の形成を促す方策につ
いて検討していく。
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警察庁「直ちに取り組む施策」の主な進捗状況
１．労働生産性の向上

第二種免許の受験資格の見直しの検討

○旅客自動車運送事業における人材不足が課題。

７ 貨物集配中の車両に係る駐車規制の見直し

２．多様な人材の確保・育成

H30 19百万円
（新規）

○規制改革実施計画（閣議決定）を踏まえ、平成29年
度に調査研究を実施し、検討を開始。さらに、30年度に
は有識者会議等において、受験資格（年齢要件・経験
年数要件）の見直しを含め、第二種免許制度の在り方
について総合的に検討。

第二種免許の受験資格の概要

受験資格
○ 18歳以上

普通第一種免許

主な第二種免許

受験資格
○ 21歳以上
○ 普通免許等保有３年以上

受験資格
○ 21歳以上
○ 普通免許等保有３年以上

大型第二種免許普通第二種免許

○違法駐車は、円滑な物流の妨げ等となる渋滞や事故の
原因となるなど、社会経済活動に悪影響を及ぼすものであ
るため、適切な駐車規制は不可欠である一方で、貨物集
配中の車両による短時間の駐車需要があり、関係業界か
らも駐車禁止規制の緩和要望が寄せられているところ。

○このため、安全・円滑な交通を確保しつつ集配中の宅配
車両等を駐車させることができる場所については、一定の
範囲で貨物集配中の車両の駐車を可能とする駐車規制
の見直しを行うよう、本年２月20日付けで都道府県警察
に対して通達を発出した。

48
49



厚生労働省「直ちに取り組む施策」の主な進捗状況
２．多様な人材の確保・育成

労働者の運転免許取得のための職業訓練へ
の支援制度の利用促進

5147 時間外労働等改善助成金（仮称）の拡充・
利用促進 H30 3,502百万円

（継続）

○時間外労働の上限規制の適用に向け、自動車の運転
業務に係る長時間労働の是正が課題。

○このため、平成30年度には、企業における時間外労働の
削減等の取組を支援するため、中小企業事業主がその取
組に要した費用の一部を助成する制度を拡充するとともに、
その利用を促進する。

台帳からＩＣカードに切り替
えることにより、始業・終業
時刻を正確に管理すること
ができるようになった

始業・終業時刻は従業員が台帳に手書きで
記録していたため、管理上のミスが多かった

ワーク・ライフ・バランスを推進するために、

まずは労働時間管理の適正化を図りたい！

ＩＣカード及び管理・集計ソフトを導入

始業・終業時刻の正確な把握が業務量の平準化
を可能とし､時間外労働の縮減につながった

労務管理用機器、労務管理用ソフトウェアの導入例

助成金活用事例

H30 40,933百万円
（継続）

11

○第二種運転免許、大型免許の取得等のための職業訓
練に対する助成金の利用促進を実施。

①訓練計画
作成・提出

③支給申請

都道府県労働局・ハローワーク

事業主

②訓練実施

④支給

計画に沿って職業訓練を実施する事業主に対して訓練経費や訓練
期間中の賃金の一部を助成。



厚生労働省「直ちに取り組む施策」の主な進捗状況
２．多様な人材の確保・育成

トラック運転者の労働時間改善に向けた荷
主等への対策

○トラック運転者の長時間労働の改善には荷主の協力を得て
手待ち時間等を削減する必要があることから、国交省・事業
者団体と連携し、平成28・29年度に、荷主及びトラック事
業者が協力して労働時間短縮を図る実証実験を実施し改
善モデルの蓄積を図ってきた。

5341 女性が働きやすい労働環境整備への支援策
の利用促進 H30 71百万円

（新規）

3．取引環境の適正化

○蓄積した改善モデルを業界全体に波及させるため、平成30
年度には以下の事業を実施する。

①周知用コンテンツの作成
○改善ハンドブックの作成
○荷主向けパンフレットの作成
○実証実験の取組を動画で紹介
○経営情報誌、経営者向けメールマガジンへの広告掲載

②コンサルティングの実施
専門家のコンサルティングにより、これまでの実証実験
の成果から最適な改善モデルを適用し、改善につなげる。
（※コンサルティング対象となる荷主・トラック運送事業者は、「トラック
輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会の意向を踏まえて決定す
る予定。）

トラック運送事業者 荷主

荷待ち・付帯作業時間等の課題

これまでの改善モデル

協力して取組

専門家による最適化

H30 2,720百万円
（継続）

○自動車運送事業の従事者の女性比率は、全職種平均に
比べて低く、女性ドライバーの働きやすい環境整備が課題。

○このため、引き続き女性が働きやすい環境整備に係る支援
策の利用促進を図る。

育児休業

・休業前の面談
・業務の棚卸し
・引き継ぎ

・職場の情報提供
・復帰前後の面談
・原職復帰

法を上回る子の看護休暇制度や
保育サービス費用補助制度を導
入・運用した中小企業事業主に
対する助成措置を創設。

職場復帰後支援（拡充）

復職時代替要員確保時

子どもの発熱等、保育所への急な
お迎え等、両立が困難な期間

☆育休復帰支援プランに基づく取組

～育休取得前 職場復帰～

育休取得時

行動計画作成 ～企業の取組み～ 取組目標達成 数値目標達成

申請 申請

両立支援等助成金（女性活躍加速化コース）

・ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、女性活躍に関する取組や
数値目標を達成した企業に対し助成金を支給。

・ 育休復帰支援プランを策定し、円滑な育児休業の取得・職場復帰の支援や、育児
休業取得者の代替要員を確保した中小企業事業主に助成金を支給。

・ さらに、平成30年度は、育児休業からの復帰後、仕事と育児の両立が特に困難な
期間の支援に取り組む中小企業事業主を支援する助成措置を創設。

両立支援等助成金（育児休業等支援コース）

12

http://1.bp.blogspot.com/-1cnQmcUQx1k/VEETPoyonKI/AAAAAAAAocA/oYsPIODi8-c/s800/akachan_dakko.png
http://1.bp.blogspot.com/-1cnQmcUQx1k/VEETPoyonKI/AAAAAAAAocA/oYsPIODi8-c/s800/akachan_dakko.png
http://1.bp.blogspot.com/-YiMrAP7EsB8/WHG2KENyBNI/AAAAAAABA_k/mZSI74T0yvMpdLAd6RPk2oqGGmb0FRztACLcB/s800/ikuji_noiroze.png
http://1.bp.blogspot.com/-YiMrAP7EsB8/WHG2KENyBNI/AAAAAAABA_k/mZSI74T0yvMpdLAd6RPk2oqGGmb0FRztACLcB/s800/ikuji_noiroze.png
http://2.bp.blogspot.com/-imuC9F047vg/VnE4E2F1pgI/AAAAAAAA18o/q1RtMirslQg/s800/pose_genki10_businesswoman.png
http://2.bp.blogspot.com/-imuC9F047vg/VnE4E2F1pgI/AAAAAAAA18o/q1RtMirslQg/s800/pose_genki10_businesswoman.png
http://3.bp.blogspot.com/-9_wU72o_4sw/VdL1Na0LYcI/AAAAAAAAw7o/STbgsN4kotE/s800/mensetsu_group_discussion.png
http://3.bp.blogspot.com/-9_wU72o_4sw/VdL1Na0LYcI/AAAAAAAAw7o/STbgsN4kotE/s800/mensetsu_group_discussion.png


13

農林水産省「直ちに取り組む施策」の主な進捗状況
１．労働生産性の向上

○昨年10月、農産品物流対策関係省庁連絡会議に、
パレット部会を設置。

○本年度中に、農産物等の一貫パレチゼーション推進に
向けた管理ルールや規格統一等について、とりまとめを
行い、民間の取組を促進。

農林水産物・食品の物流のパレット化等の促進

○トラック輸送等への負荷を軽減し、物流の効率化・高度化を図るため、ＩＣＴを活用した荷待ち時間の削減等の取組を緊急的に支援
するほか、パレットを活用した荷役作業の効率化や物流システムの高度化等の実証を支援。

５

４ 農産品物流のパレット化の検討の場の設置

H29補正 203百万円の内数
H30 335百万円の内数（新規）

農産品物流対策
関係省庁連絡会議

農林水産省、経済産業省、国土交通省
の関係部局長等で構成

平成29年10月、パレット部会を設置

とりまとめの方向

○管理ルール
RFIDを活用した個体管理を行い、
紛失等を防止

○規格統一等
使用するパレットを１種類に統一

取組を全国展開することにより、流通を合理化・効率化

小売
ｾﾝﾀｰ等

産地

レンタル
会社

レンタル

協議会の設置

荷積み作業
の効率化

IoTによる

積み荷情報
の管理

回収

パレットの
紛失防止

卸売市場トラック輸送 トラック輸送
検品・入庫、
荷下ろし作業
の効率化

パレットを活用した荷役作業の効率化
（H30予算）

ＩＣＴを活用した荷待ち時間の削減
（H29補正）

状況表示

②

物流拠点

待ち時間が減り、効率化

10時に着けば
いいんだ！

予約時間まで
別の作業をしよう

A社の次はB社の

荷役になるので、
準備をしておこう

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

Ｂ社

11:00 予約 ①

Ａ社

10:00 予約

物流システムの高度化
（Ｈ30予算）

高度共同輸送技術の
実証

荷

実
需
者

産地

産地

・・・

モーダルシフトの
新展開

産地 消費地

複数産地が連携し、異業種間
や複数温度帯の共同輸送体制
を確立

トラックドライバーの
乗船が不要な船舶
輸送体制を構築

１

２ ３

４



経済産業省「直ちに取り組む施策」の主な進捗状況
１．労働生産性の向上

26 車両動態管理システムを活用したトラック輸送の効率化
H30 6,050百万円の内数

（継続）

27 トラック隊列走行の実証実験の実施 H30 3,497百万円
（継続）

○「賞味期限の年月表示化」と「賞味期限の延長」を、新た
に対応したり対象商品を拡大する動きが加工食品メーカー
等で進行中。また、「納品期限の緩和」に向け、農水省、
経産省が協力して小売・卸の業界団体を通じて小売業の
各社に周知、依頼をおこなっている。

55 フードチェーンにおける商慣習の見直し

３．取引環境の適正化

有人

無人

無人

高速道路等

【トラック隊列走行のイメージ】

保管・配送・入出荷
の作業を効率化

【賞味期限の年月表示化】

＜現状＞ ＜見直し後＞

15.4.28 15.4.29

「年月日」ごと
に個別管理

15年4月

「年月」単位で
一括管理

事業所車両動態
管理システム

走行車両の運行情報を共有
〇車両動態管理システムを活用したトラック事業者と荷主の連携
による省エネの推進のため、平成29年度は、当該システムをト
ラック事業者に導入し、連携による省エネ効果等を実証。

○平成30年度は、トラック事業者への車両動態管理システムの
導入に加え、荷主に予約受付システムを導入することによる連
携の深掘りを実証予定。

○安全性・社会受容性・経済性の観点等を踏まえつつ、研究開発を進めるとともに、実証等を
通じて技術の確立や事業環境等の整備が必要。

〇高速道路でのトラック隊列走行を早ければ2022 年に商業化することを目指し、公道実証を
推進する。

○平成30年1月に後続車有人システムの公道実証を開始しており、平成30年度に後続車無
人システムの公道実証を開始する予定。
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15

環境省「直ちに取り組む施策」の主な進捗状況
１．労働生産性の向上

○宅配便再配達はCO2排出量増大及びトラックドライバーの
配達ロスの観点から課題であることから、平成29年度に駅
やコンビニ等の公共スペースにおいて、特定の会社でなくとも
利用できるオープン型宅配ボックスの導入を支援。

○平成30年度はオープン型宅配ボックスの普及拡大のため、
主に地方部におけるオープン型宅配ボックスのCO2削減効
果ポテンシャルや導入メリット等を整理し、設置に係るガイド
ラインを策定。

○さらに、複数の事業者がオープン型宅配ボックスを共同利用
できるように情報処理システムのネットワーク化を支援。

宅配便の再配達削減に向けた国民運動の展開

○宅配便再配達の削減に向けて、消費者に対して再配達を防
ぐためのアクションを呼びかけることが重要であることから、平成
29年度に国民運動「COOL CHOICEできるだけ１回で受け
取りませんかキャンペーン」を行い、消費者に向けて宅配ボック
ス活用やコンビニ受取等、宅配便をできるだけ１回で受け取
るための取組を普及啓発。

○平成30年度は引き続き国民運動を展開し、特に次世代を
担う若者向けの呼びかけを強化し、職場での受取事例、宅配
ボックスの先進事例等、再配達削減のための効果的な取組
を紹介し普及啓発。

10９ 宅配便の再配達削減のためのオープン型宅配
ボックスの普及拡大 H30 1,765百万円の

内数（一部新規）
H30 1,500百万円の

内数（継続）
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環境省「直ちに取り組む施策」の主な進捗状況
１．労働生産性の向上

○トラックの荷待ちや物流施設における荷役時間の削減を図るため、
平成30年度に運送事業者及び物流施設がトラックの運行情報
や荷物情報を共有できるバース予約調整システムの導入を促進。

１ トラックのバース予約調整システムの導入促進
H30 1,765百万円

の内数（新規）

○トラック単体の輸送の省力化・効率化を推進するため、平成30年
度に１台でトラック約２台分までの輸送が可能なダブル連結トラック
車両の導入を促進。

18 ダブル連結トラック車両の導入促進 H30 1,765百万円
の内数（新規）

○中継輸送やトラックの積載率の向上等を推進するため、平成30
年度に車体と荷台を簡易に分離することが可能なスワップボディ
コンテナ車両の導入を促進。

37 スワップボディコンテナ車両の導入促進
H30 1,765百万円

の内数（新規）

スワップボディコンテナ車両の活用例

中継拠点で荷台を交換

拠点A

拠点B

拠点Ｃ

拠点Ｄ

物流施設

運送事業者C

運送事業者A

運送事業者B

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

バース予約調整システム

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

一括商品情
報

荷受情報配送情報

２．多様な人材の確保・育成



行動計画の策定方針について

H30.2.20関係省庁
連絡会議取りまとめ

 平成３０年４月から自動車運送事業者に対する罰則付きの時間外労働の上限規制の導入
までの間を対象とする「自動車運送事業の働き方改革に関する行動計画」（仮称）を、
本年春頃に本関係省庁連絡会議において策定・公表する。

 上記行動計画の策定に当たっては、以下の方針に基づき、施策の検討を行うこととする。

１．基本的な考え方

２．重点検討項目

・「直ちに取り組む施策」に記載の施策のさらなる具体化・深掘り・前倒しを図る。
・関係者からの要望も踏まえつつ、関係省庁が連携し、新たな施策を形成する。
・策定の翌年度から毎年度フォローアップを行い、行動計画を見直す。
これにより、取組を継続的に充実・強化し、実効性を確保する。

①発・着荷主や元請物流事業者等の協力の確保
（例）トラック運転者の労働条件の改善に協力する「ホワイト荷主」を増やすための方策 等

②長時間労働の是正のための輸送分野別の取組の強化
（例）荷待ち時間が長い品目等での運転者の長時間労働の是正のための方策 等
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

地方協議会の主な取組について

ayqbzh-wp3a
四角形



地方協議会での主な取組（パイロット事業以外）

 委員として参加していただいている荷主団体企業（トヨタ自動車㈱）より、運送事業者の労働条
件改善のための取組事例について発表。【愛知】

 取引環境の改善の取り組みとして、トラック協会、労働局、運輸支局の共催により荷主懇談会
を開催。労働局からは、時間外労働の上限規制に係る法律改正、改善基準告示等について、
運輸支局からは、貨物自動車運送約款、荷主勧告制度改正等について説明。また、一部の会
場では公正取引委員会から下請法等の説明も実施。
【青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島】

 長時間労働、取引環境の改善について荷主に向けたリーフレットを作成し、配布【石川】

 距離別の高速道路使用状況と荷主からの高速料金収受状況を調査【大阪】
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仕入先説明会での展開事例

201７年12月4日

トヨタ自動車㈱

物流管理部
石崎
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物流関係 仕入先説明会
日時 ：2017年9月5日

出席 ：仕入先296社（デンソー、アイシン等）

輸送会社8社 391名
＜議題＞

1．ドライバー労働環境改善の取組み 国土交通省

・トヨタの取組み状況（本日ご紹介）

２．物流経路調査のお願い

３．調達LT短縮と樹脂パレ化

４．工場からのお願い

写真：議題１をご説明をされる古橋貨物課長様 4



201７年９月５日

トヨタ自動車㈱

「トヨタの工場受入改善と

輸送業者困りごと対応」

仕入先説明会 資料

物流管理部

5



１．トヨタの受入改善

（１）ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ不足問題が深刻化

（２）厚労省、国交省より通達(‘15.5.11)

「輸送以外の付帯作業を荷主も改善すること」

（３）トヨタのこれまでの取組み（2010～）

多回納入→受入方式の見直しを推進

⇒ トヨタ庭先渡しの基準を再整理

<活動の経緯：2015年当時の課題>
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2．トヨタの庭先渡しの基準
＜前提＞
1．歩車分離等、安全が確保されている事
2．ドライバーは、リフト（手）作業のみ
3．内製と外注作業エリアの分離が明確な事

①ドライバーに台車牽引はさせない（委託業務は除く）

コース別供給レーン

空箱レーン

パターンA （台車運搬）

台車

（マルヤスのチューブ等 専用パレット運搬も含む）

⇒ドライバーにさせない
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分割：B （進度：P）レーン

空箱エリア

パターンC （分割・進度レーン）

製品ストア

空パレットストア

パターンB （実空エリア）

⇒ パターンB、Cが基本、プラットから荷役場まで100m程度

Pレーン投入迄

②“満載”（30m3）のトラックが1時間で帰れる環境とする

8



3．トヨタの対応
◆ トヨタ 全12８受入を調査（‘15年）

庭先渡し未遵守：28受入
対応済み ：23受入（現在）
残り ： 5受入（計画立案済み）

グループ会社に同様
の対応を提案
→改善計画立案中

◆‘１８年中に全受入で庭先渡し基準を達成予定

9



４．輸送会社の困りごと改善活動

トヨタの基準を押し付けるのではなく、
トヨタ工場受入での困りごとが無いか？
輸送会社にアンケートを実施（2015年～）

216

52

163

0

50

100

150

200

250

’１５ ’１６ ’１７

困りごと件数
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４．輸送会社の困りごと改善活動

輸送会社名は
隠して改善指示

1件ずつ対応をフォロー、
結果は各輸送会社へご連絡

＜アンケート結果と改善例＞
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5．仕入先様へのお願い

運賃積み込
み料

積み
卸し料

待
機
時
間

待
機
時
間

附帯業務料 附帯業務料

仕入先様も発荷主として運送以外の改善をお願い
します

注）待機時間：輸送会社が計画通り到着しても、手待ちによる待機が発生する時間

例）１）空箱仕分け ２）上面合わせ ３）箱数カウント 等は各社でご対応

トヨタは受け荷主として改善を進めています。
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高速道路料金　走行キロ別収受状況
調査票総数　８８４件　うち高速道路使用　７２４件

17%

22%
61%

0～100km
収受している 収受していない 高速道路使用せず

28件 37件 104件

38%

44%

18%

101～200km
収受している 収受していない 高速道路使用せず

47件117件99件

47%

50%

3%

201～300km
収受している 収受していない 高速道路使用せず

101件 5件95件

66%

30%

4%

301～400km
収受している 収受していない 高速道路使用せず

33件 4 件71件

48%

52%

0%

401～500km
収受している 収受していない 高速道路使用せず

25件 27件 0件

56%

44%

0%

501～600km
収受している 収受していない 高速道路使用せず

22件 17件 0件

42%

58%

0%

601～1000km
収受している 収受していない 高速道路使用せず

14件 19件 0件

47%

53%

0%

1001km～
収受している 収受していない 高速道路使用せず

9件 10件 0件

41%

41%

18%

総 計
収受している 収受していない 高速道路使用せず

363件 361件 160件

-15-

ayqbzh-wp3a
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石川労働局　 北陸信越運輸局石川運輸支局後  援

荷主都合による荷積み・荷卸しの際の待ち時間、
検品・仕分け等の無償の付帯作業がドライバーの負担となっています。

ト
ラ
ッ
ク
ド
ラ
イ
バ
ー
の

労
働
条
件
改
善
に

ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
！

ト
ラ
ッ
ク
ド
ラ
イ
バ
ー
の

労
働
条
件
改
善
に

ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
！

トラック運送業界では、荷主の皆様、行政（厚生労働省・国土交通省）、
トラック運送事業者などで構成する協議会を中央と全都道府県に設置し、
取引環境の改善と長時間労働の抑制のための
取り組みを積極的に進めています。
荷積み・荷卸しの際の待ち時間や無償の付帯作業を解消するためには、
トラック運送事業者自らの努力はもちろんですが、
荷主の皆様のご理解や無理・無駄のない計画的な
発注などのご協力が欠かせません。
トラックドライバーの労働条件の改善に向けて、
ぜひとも荷主の皆様のご理解・ご協力のほどよろしくお願いいたします。

仕分け作業荷積み・荷卸しの待ち時間 検品作業

荷
主
の
皆
様
ヘ

荷
主
の
皆
様
ヘ

過労運転への
荷主の関与が判明すると
荷主名が公表されます。

荷主勧告制度



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

平成29年度パイロット事業について

ayqbzh-wp3a
四角形



「トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会」における平成２９年度パイロット事業（実証実験）の実施集団選定状況

○４７都道府県において５４対象集団が決定。
○荷種の内訳は、食料品１６件、農産物８件、建設資材８件、機械製品４件、日用品３件、その他１５件であり、全国で様々な荷種を扱う。

都道府県 発荷主 運送事業者 着荷主 荷種

北海道 ○ ○ ○ 農産物

青森 ○ ○ ○ 農産物

岩手 ○ ○ ○ 食料品

宮城 ○ ○ ○ 食料品

秋田① ○ ○ ○ 農産物

秋田② ○ ○ － 紙・パルプ

山形 ○ ○ ○ 食料品

福島① ○ ○ － ゴム製品

福島② ○ ○ ○ 食料品

茨城 ○ ○ － 浴槽等

栃木 ○ ○ ○ 精密機器（自走式）

群馬 ○ ○ ○ 機械製品

埼玉 ○ ○ － 日用品

千葉 ○ ○ ○ 建設資材

東京① ○ ○ ○ 食料品

東京② ○ ○ ○ 建設資材

神奈川 ○ ○ ○ 化学品

山梨 ○ ○ ○ 食料品

新潟 ○ ○ ○ 農産物

長野 ○ ○ ○ 食料品

富山 ○ ○ － 化学品

石川① ○ ○ ○ オフィス製品

石川② ○ ○ － 食料品

愛知① ○ ○ ○ 建設資材

愛知② ○ ○ ○ 食料品

静岡 ○ ○ ○ ゴム製品

岐阜 ○ ○ ○ 窯業品

三重① ○ ○ － 建設資材

三重② ○ ○ － 食料品

都道府県 発荷主 運送事業者 着荷主 荷種

福井 ○ ○ － 金属製品

大阪 ○ ○ ○ 食料品

京都 ○ ○ ○ 印刷フィルム

兵庫 ○ ○ ○ 機械製品

滋賀 ○ ○ ○ 日用品

奈良 ○ ○ ○ 建設資材

和歌山① ○ ○ ○ 機械製品

和歌山② ○ ○ ○ 食料品

広島 ○ ○ ○ 食料品

鳥取 ○ ○ ○ 食料品、飼料

島根 ○ ○ ○ 集荷荷物

岡山 ○ ○ ○ 機械製品

山口 ○ ○ ○ 建設資材

徳島 ○ ○ ○ 農産物

香川 ○ ○ ○ 建設資材

愛媛 ○ ○ ○ 日用品

高知 ○ ○ － 農産物

福岡 ○ ○ － 家具

佐賀 ○ ○ － 生活用品

長崎 ○ ○ － 農産物

熊本 ○ ○ ○ 建設資材

大分 ○ ○ － 工業製品

宮崎 ○ ○ ○ 農産物

鹿児島 ○ ○ ○ 食料品

沖縄 ○ ○ ○ 食料品



 

 

 

業指示書の「出荷エリア優先順」への変更 

 「出荷エリア」を優先順列に入れることで出荷エリアの物件の集まりが早くなる 

   優先順 ①塗装色 ②出荷日 ③出荷エリア ④H番グループ 

 

  

出荷日５日前確定の社内通知 

 

 



資料１ 

平成２９年度トラック輸送における取引環境・労働時間改善 

石川県地方協議会におけるパイロット事業 

【事業の目的】 

トラック運送事業においては、運転者の総労働時間が他の産業の総労働時間と比較して長いとい

う実態がある。これには、荷主都合による手待ち時間が発生するなど取引環境にも課題があり、ト

ラック運送事業者のみの努力で長時間労働を改善することが困難であるという要因が存在する。 

このような状況を踏まえ、トラック輸送における取引環境・労働時間改善石川県地方協議会（以

下、「地方協議会」という。）により選定された荷主、運送事業者等で構成される集団が行うパイロ

ット事業において、トラック運転者の長時間労働抑制のための課題の抽出・分析、具体的な改善策

の提示等の指導・助言を行うことにより、トラック運送事業の長時間労働の抑制とその定着を図る

ことを目的とする。 

 

【対象企業】 

荷 主 コマニー㈱ 

運送事業者 上田運輸㈱ 

【実施スケジュール】 

 

【長時間労働削減の為の課題・発荷主】 

①  生産体制・・出荷に合わせたモノづくりの確立 

② ピッキング時間短縮 

【課題解決の為の実証実験】 

① 出荷に合わせたモノづくり 

AM出荷物件（中部HC,首都第１HC,第２HC）の仕分け入れを前日AM完成とする 

 作業指示書に「出荷エリア」を表示。 AM完成エリアの物件は出荷前日AMに仕分け入れできる

ようにして作業計画。物流からは「前日AM完成一覧表」にて対象物件の確認ができる。 



 

② ピッキング時間短縮 

在庫削減 

 

 

台車削減・変更 

 

 



 

パレット削減・変更 

 

 

センターレイアウト変更 

 



 

【実証実験結果】 

1 月２５日（木）出荷台数４７台（１７，８４２才） 

 

 

 

２月１日（木）出荷台数４７台（１８，０６０才） 

 

 【長時間労働削減の為の課題・着荷主】 

① 搬入時間の平準化 

【課題解決の為の改善案】 

 

 

削減率 約５０％ 





荷主と連携した倉庫作業スケジュール変更を伴うドライバー作業軽減の事例 石川県

１．実施者の概要１．実施者の概要

荷主企業 ：カナカン株式会社
石川県金沢市に本社のある食料品および酒類卸売業。

運送事業者：二本松物流株式会社（本社：石川県野々市市）
荷種 ：給食事業関連の食品（冷凍・冷蔵・常温の３温度帯）

２．事業概要２．事業概要

本事業は荷主配送センターから県内給食事業者への配送業務を対象に行った。配送軒数
は一日あたり約160軒、2トン車7台を午前と午後で2回転させている。
ドライバー業務は配送のほか、翌日配送分の荷揃えがある。現状分析の結果、配送部分に
効率化の余地はなく、荷揃えに関わる改善により、労働時間の短縮を狙うこととした。抽出され
た課題は下記のとおりである。
品出しされた荷物をバースに集めるのに時間がかかる
ドライバーによるセット作業の量が多い
セット作業の効率が悪い
仮置き～移動の都度、積み替え作業が発生している

180行/台
→147行/台

３．実験内容３．実験内容

A 給食事業者A社の顧客向けの「セット作業」を
ドライバーから切り離し、倉庫側で行う

B 品出しのスケジュールを変更
C 注文の修正期限を物流を考慮した設定に変更
D ドライバーセット分の品出し集積場所を集約する

４．実験結果４．実験結果

庫内業務の改善により、ドライバー１日あたり労働時
間は実験前の平均13時間26分から12時間55分へ
と削減された。
荷主にとって重要な競争条件である顧客への納品
サービス内容を変更することなく図れた改善である。

５．ポイントと課題５．ポイントと課題

① 荷主、運送事業者双方において、後工程のやりやすさと
いう視点から業務を見直しと

② 実験期間だけでない抜本的な対策として、荷主による
主体的な取組み・協力が得られた
・庫内作業者の新規雇用 ・システム変更
・品出し時間の変更 ・引渡方法の変更

倉庫側で
事前作業

倉庫側で
事前作業

作業軽減

倉庫内
移動

③ 運送事業者においては庫内作業者の役割分担の変更等も行い、ドライバーの労働時間削減を最
優先に取り組んだ

④ 物流現場を圧迫する顧客の注文内容変更について期限を定め、荷主が「あるべきサービス水準」を
考えた。

⑤ 作業改善の工夫の成果として、もう少し大きな時間削減効果が出ることが見込まれていた。もう一
歩、ドライバーの労働時間削減を図るためには、ドライバー自身が残業時間削減への意欲を持つこと
が必要と考えられる。

実験前
１日あたり 1,258行

当日
前日
５か所

実験後
1,027行
前日
前々日
３か所

資料２


